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デジタル庁; Mission, Vision and Values
Mission；誰一人取り残されない、人に優しいデジタル化を。

• 一人ひとりの多様な幸せを実現するデジタル社会を目指し、世界に誇れる日本の未来を創造します。

 Vision
• 優しいサービスのつくり手へ。

ー 国、地方公共団体、民間事業者、その他あらゆる関係者を巻き込みながら有機的に連携し、ユーザーの体験価値を最大化するサービスを提供します。

• 大胆に革新していく行政へ。
ー 高い志を抱く官民の人材が、互いの信頼のもと協働し、多くの挑戦から学ぶことで、大胆かつスピーディーに社会全体のデジタル改革を主導します。

 Values
•一人ひとりのために

ー 私たちは、この国とともに歩む人々の利益を何よりも優先し、高い倫理観を持ってユーザー中心のサービスを提供します。声なき声にも耳を傾け、一人ひとりに寄り添うことで、誰もがデジタルの恩恵
を受ける社会をつくります。

•常に目的を問い
      ー 私たちは、前提や慣習を前向きに疑い、世界に誇れる日本を目指し、新しい手法や概念を積極的に取り入れます。常に目的を問いかけ、「やめること」を決める勇気を持ち、生産性高く仕事に取組

みます。

•あらゆる立場を超えて
ー 私たちは、多様性を尊重し、相手に共感し、学び合い補い合うことによって、チームとして協力して取組みます。また、相互の信頼に基づいて情報の透明性が高い、オープン
で風通しのよい環境をもとに、自律して行動します。

•成果への挑戦を続けます
ー 私たちは、過度な完璧さを求めず、スピーディーに実行し、フィードバックを得ることで組織として成長します。数多くの挑戦と失敗からの学びこそがユーザーへの提供価値を
最大化すると信じ、先駆者として学びを社会へと還元しながら、成果への挑戦を続けます。
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マイナンバーカードと医療DX

1. マイナンバーカード
a. 利用シーンの拡大
b. カード利用シーン拡大構想Ⅰ：「オンライン市役所」構想
c. カード利用シーン拡大構想Ⅱ：「市民カード化」構想
d. カード利用シーン拡大構想Ⅲ：「安全・便利なオンライン取引」構想

2. マイナポータルとデジタル認証アプリ
a. マイナポータルの改善とマイナポータルAPIの活用
b. デジタル認証アプリ

3. 医療DXと医療法改正案
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（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長
✓顔写真付きの本人確認書類として
➣ 市町村での厳格な本人確認 → 確かに本人であるという証
➣ 顔写真があるのでなりすましができない
➣ 公私での本人確認が可能

✓このカードを提示することで、
自分のマイナンバーを証明

➣ 社会保障・税などの手続で、添付書類
が不要に

✓オンラインで安全・確実に本人を証明
➣ 電子証明書により、スマホやパソコンで各種行政手続

の申請等や民間サービスへの顧客申込等が可能
➣ 全国のコンビニで住民票の写しなどを取得可能
➣ 健康保険証や図書館カード等としての利用
➣ さらに、将来的にはＡＩその他の様々な先端技術の

活用を実現

＜例＞窓口のＡＩ端末にカードをかざし、本人情報の自動入力や
  ＡＩとの対話により、行政手続をスムーズに

➠ Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０時代の必須ツール

マイナンバーの提示

対面での本人確認

電子的な本人確認

裏

交付無料
表

ICチップ

マイナンバー

マイナンバーカードは、これからの時代の本人確認ツール
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（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

マイナンバーカードの裏面 ①マイナンバー
・社会保障、税又は災害対策分野などにおける法定事務又は
  地方公共団体が条例で定める事務においてのみ利用可能

・マイナンバーを利用できる主体は、行政機関や雇用主など
法令に規定された主体に限定されており、そうでない主体
がカードの裏面をコピーする等により、マイナンバーを収集、
保管することは不可

ＩＣチップ内のＡＰ構成

空き領域

その他（券面情報等）

②電子証明書 （署名用電子証明書・利用者証明用電子証明書）

・行政機関等（e-Tax、マイナポータル、コンビニ交付等）のほか、内閣
総理大臣及び総務大臣が認める民間事業者も活用可能
         

電子証明書
（署名用、利用者証明用）

③空き領域
・市町村・都道府県等は条例で定めるところ、国の機関等
は内閣総理大臣及び総務大臣の定めるところにより利用可能

  例：印鑑登録証、国家公務員身分証

・新たに民間事業者も内閣総理大臣及び総務大臣の定めるとこ
ろにより利用可能に

利用者証明用電子証明書
のイメージ

法
令
で
利
用
で
き
る

主

体

が

限

定

民

間

も

含

め

て

幅

広

く

利

用

が

可

能

署名用電子証明書
のイメージ

氏名 霞 太郎

生年月日 〇年〇月〇日

性別 男

住所 東京都千代田区霞ヶ関2-1-2

発行者 機構

有効期間  〇年〇月〇日
発行年月日 〇年〇月〇日
発行番号 Ｓ１１１１

署名用公開鍵

発行者 機構

有効期間  〇年〇月〇日

発行年月日 〇年〇月〇日

発行番号 Ｒ２２２２

利用者証明用
公開鍵

マイナンバーカードについて
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プライバシー性の高い個人情報は
入っていません
✓ ICチップ部分には、
税や年金などの
個人情報は記録されません。

なりすましはできません

マイナンバーを見られても個人情報は盗まれません

✓ マイナンバーを利用するには、
顔写真付き本人確認書類など
 での本人確認があるため、悪用
 は困難です。

➣ 紛失・盗難の場合は、
２４時間３６５日体制で停止可能

➣ アプリ毎に暗証番号を設定し、
一定回数間違うと機能ロック

➣  不正に情報を読み出そうとする
と、ICチップが壊れる仕組

万全のセキュリティ対策

✓ 顔写真入りのため、
対面での悪用は困難です。

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

オンラインでの利用には
電子証明書を使います
マイナンバーは使いません

マイナンバー総合フリーダイヤル
（0120-95-0178)までご連絡を。

マイナンバーカードの安全性
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マイナンバーカードの申請・交付状況
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付
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１か月当たりの
有効申請受付数
交付実施済数

（H28～R1は年度当たりの平均値）
＊保有数：現に保有されているカードの枚数（交付枚数から死亡や有効期限切れなどにより廃止されたカードの枚数を除いたもの）

令和６年 申請：10,786万枚（約86.4％）
12月22日実績 交付：10,517万枚（約84.2％）
11月末時点  保有数：9,534万枚（約76.3％）
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マイナンバーカードの利用シーンの拡大

職員証・社員証
としての利用

➣ 国家公務員（H28.4）、徳島県庁
（H29.6）で導入

➣ 民間企業の社員証としての利用
（TKC、NEC、NTTcom、内田洋行、
NTTデータ、日本郵政グループ等
が活用)

マイナポータル

➣  子育て関連手続きや引越し手続を
オンライン申請できるサービスを提供

➣ 行政機関などが保有する自分の
情報（世帯情報・税・社会保障等）の
確認が可能

➣ パスポート申請・法人設立申請など
国の手続きのオンライン申請が可能

民間サービスにおける
オンラインでの本人確認

➣ 各種オンライン決済サービスにおける口座登録、
証券口座開設、住宅ローン契約等の際、マイナンバー
カードを利用することで、確実・簡便な本人確認が可能に

➣ カードを利用した民間サービスの提供事業者は
３年間で約５倍になるなど、着実に普及
（ R6.12.25現在、民間事業者634社がサービスを提供）

コンビニ交付サービス

➣ コンビニ等で住民票の写しや戸籍
証明書など各種証明書が取得可能
（R6.10.15 対象人口：11,867万人）

行政サービスにおける
各種カードとしての利用

➣  図書館カード等、自治体のサービス
で利用できる

➣  自治体の「書かない窓口」で活用さ
れ、申請書の自動入力が可能に

健康保険証としての利用

➣ マイナンバーカードを健康保険証として利用できる
オンライン資格確認の運用開始（R3.10～本格運用）

➣ カードリーダーにかざせばスムーズに医療保険の
資格確認ができるほか、高額療養費の限度額認定証
などの書類の持参が不要に

➣ 医療機関等で本人同意の下、特定健診情報や
薬剤情報の閲覧等も可能に（R3.10～）

利活用シーンが拡大し、マイナンバーカード１枚で様々なことが可能な社会に

マイナンバーカードを活用した各種カード等のデジタル化等

➣ マイナンバーカードの電子証明書等を資格等の情報に紐づけることにより、マイナンバーカードを各種カード等として利用
⇒ 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（R6.6.21閣議決定）に基づく工程表に沿って推進

 運転免許証（～R7.3までに実現）、国家資格証、お薬手帳、介護保険被保険者証、障害者手帳、母子健康手帳、ハローワーク受付票、在留カード等
➣ 救急隊がマイナンバーカードを活用して、傷病者情報を正確かつ早期に把握することにより、救急活動を迅速化・円滑化 
➣ 電子処方箋の運用開始（R5.1）。マイナポータル等で電子処方箋の情報閲覧が可能に
➣ マイナンバーカードの機能をスマートフォンに搭載（Androidスマホへの電子証明書の搭載をR5年5月に開始。iPhoneへの搭載はR7年春に開始予定。）
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マイナ救急〔マイナンバーカードを活用した救急業務の迅速化・円滑化〕
事業概要

9

１ ．マイナ救急の流れ

 マイナ救急とは、救急隊員が傷病者のマイナ保険証を活用し、病院選定等に資する情報を把握することにより、救急業務の円滑化を図る取組み。

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

調査研究
システム要件設定 全国展開の推進

実証事業
67本部660隊

実証実験
6本部30隊

閲覧可能な機関として消防本部を新たに追加
救急隊専用の現場で使いやすい閲覧画面

・高齢者夫婦のみで、情報収集が困難だったが、マイナ保険証から情報が取得できた。
・外出先の事故でお薬手帳を所持していなかったが、薬剤情報が分かった。
・頭痛の症状が強く会話が困難であったため、マイナ保険証から情報を取得できた。
・意識障害で、家族も傷病者の情報を把握しておらず、マイナ救急が活動に役立った。

○「経済財政運営と改革の基本方針2024」

３．投資の拡大及び革新技術の社会実装による社会課題への
対応
（１）ＤＸ
（デジタル・ガバメント）

 カード活用による救急業務の迅速化・円滑化について全国
展開を推進する

○「デジタル社会の実現に向けた重点計画」
ｂ マイナンバーカードを活用した救急業務の迅速化・円滑化

救急隊がマイナンバーカードを活用して、オンライン資格確認
等システムから傷病者情報を正確かつ早期に把握することに
よる救急業務の迅速化・円滑化について、2024 年度に先行実
施する67 消防本部660 隊が参画する全国規模の実証事業の
結果を踏まえ、2025 年度に全国展開を推進する。

３ ．スケジュール

２．救急隊からの声（令和６年度実証事業） ４ ．政府方針（令和６年６月 2 1 日閣議決定）

システム改修

マイナ保険証

オンライン資格確認
等システム

119番通報時

指令員が通報者に対して
マイナ保険証の準備を依頼

救急隊到着時

病院

カードリーダー タブレット端末

自分の病歴や飲んでいる薬を
救急隊に正確に伝えることができる

円滑な搬送先病院の選定や
適切な応急処置が実施できる

搬送先病院で
治療の事前準備ができる

【閲覧する情報】
・氏名、生年月日、住所
・受診した医療機関名 ・既往歴
・薬剤情報 ・特定健診等情報 等
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マイナ免許証の概要（周知に係るリーフレット）
【表】 【裏】
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住所地の市町村からお知らせが可能に 【申請管理サーバを経由：法改正不要】：R4-7年度頃を目途
広く行政機関からのお知らせが可能に 【情報提供ネットワークを経由：要番号法改正】 ：R4-7年度頃を目途

カード利用シーン拡大構想Ⅰ：「オンライン市役所サービス」構想

デジタル庁では、マイナンバーカードを基盤に、市役所に行かなくても良い、確実にサービスが届く社会をつ
くるために、まず、住民から市町村へ、オンライン申請できる基盤を構築し、さらに市町村から住民へ通知
ができる仕組みをつくります

様々な手続きが、いつでも、どこでも、スマホでスピーディにできる1

スマホに、市政だよりや、本人向けのお知らせ（接種案内、昨年出場のマラソン大会など）が届く2

R4～7年度頃
順次拡大

R4年度末時点で9割を超える団体が
オンライン申請対応済み

※1団体平均23.6手続き（令和5年9月現在）
R5年度中に運用開始する団体も含む

R5年2月から引越し手続オンラインサービスが
全自治体でスタート
転出の際、市役所に赴く必要なし
転入の際、よりスピーディーに

住民 市町村

申請管理
サーバ

基幹システムA

基幹システムB

基幹システムC

LGWAN接続系

ぴったりサービス
（マイナポータル）

マイナンバー利用
事務系分離

特定通信

※

子育て・介護・災害等（ 31手続） その他手続き引越し
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※2：自治体での子育て・介護関係の26手続のオンライン化取組状況に関するダッシュボード｜デジタル庁 (digital.go.jp) 12

地方公共団体の行政手続きのオンライン化対応状況

https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/administrative_procedures_online/


様々な市役所サービスを受けられるようにする1 職員カードとして利用し効率よくセキュリティを高める2

市民カードとしての利用

図書館カード

印鑑登録証 コンビニ交付
らくらく窓口
交付サービス

高齢者タクシー
補助

選挙投票
入場受付

診察券
（病院）

避難所受付 職員カードとしての利用

入退室管理

入構ゲート

プリンタ認証

端末認証職員証

出退勤管理

図書館カード
印鑑登録証

現在、取組は数十団体
→R4-7年度頃 全国的展開を目指す

コンビニ交付 現在、対象人口は1億人
→R4-7年度頃 更なる拡大を目指す

その他、避難所受付等、
様々な利用

現在、先進自治体の取組
→R4-7年度頃 更なる拡大を目指す

出退勤等、様々な利用 現在、取組は数十団体
→R4-7年度頃 全国的展開を目指す

カード利用シーン拡大構想Ⅱ：「市民カード化」構想

デジタル庁では、マイナンバーカード１枚で、様々な市役所サービスが受けられる社会をつくるために、デジ
タル田園都市国家構想交付金を活用した取組を支援していきます。なお、暗証番号なしでのマイナン
バーカード利用も推進するほか、市町村の要望への対応や、メリットや利用方法の助言を行います

 別途、マイナンバーカードを、健康保険証、運転免許証、在留カード、各種資格証明書等として利用できるようにする
取組も、デジタル社会実現に向けた重点計画（R6.6.21）閣議決定に基づき、推進する。

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長
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図書館

新マイキープラットフォームを活用して、マイナン
バーカードを図書館カードとしても利用可能とする
ほか、図書館の利用申請や電子図書の貸出等を行う
システムを構築する。

防災・避難所

本市が構築するシステム上に事前登録した方につい
て、避難所でカードリーダーによるマイナンバー
カードの固有ＩＤの読み取り（マイナンバーの個人
番号は読み取らない）を行い、避難施設毎の避難者
把握や安否確認を行う。

医療・健康・子育て 医療・健康・子育て

のべおかポータルとマイナポータルをAPI連携し「子
ども医療費受給資格証」の交付申請からデジタル資
格証の交付までを、一気通貫のデジタル対応を実現
し、利用者の利便性向上、及び
行政事務の効率化を図る。

保育所入所等に係る面談について、スマートフォン
を利用したオンライン相談を実施する。
新マイキープラットフォームを活用して、
本人確認を行うことでオンラインでも
窓口面談と同等の機微な行政相談を
可能にする。

❶ ❷ 

❸ ❹ 

マイナンバーカードの活用事例 延岡市（宮崎県）

カード利用方式：電子証明書（MKPF活用）
サービス開始 ：令和6年2月

カード利用方式：カードアプリ（空き領域）
サービス開始 ：令和6年1月

カード利用方式：電子証明書（MKPF活用）
サービス開始 ：令和6年2月

カード利用方式：電子証明書（MKPF活用）
サービス開始 ：令和6年2月
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カード利用シーン拡大構想Ⅲ 「安全・便利なオンライン取引」構想

デジタル庁では、マイナンバーカードの、様々な民間サービス・場面での利用拡大を図ります
様々な民間サービス・場面で利用できる1

メルペイの活用事例：銀行口座登録時の本人確認例

様々な顧客申込手続きが、スマホでスピーディにできる（厳格な本人確認等がスマホ上で可能）
事業者は、顧客の変更後の住所等が把握できるようになる（Ｒ５年５月16日開始。本人同意が前提。）
 カードが手元になくても、スマホだけで手続きができるようになる（Androidスマホへの電子証明書搭載｡Ｒ５年５月11日開始）
※マイナンバーカードが持つ本人確認機能の民間ビジネスの様々な局面での利用を進めるため、電子証明書手数料を当面３年間無料にする。

銀行口座開設、生保契約、
損保契約、信販契約など

現在：ネット証券の口座開設時の本人確認など、607の民間事業者が利用
→R4年度から銀行口座開設、生保契約、損保契約、信販契約など様々な民間サービスでの利用を目指す

ユーザーも事業者も早く、楽に、正確に手続きが可能
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安価で迅速な顧客登録
(アカウント開設)

顧客情報の「異動なし」の把
握と「更新の契機」の把握

確実な登録ユーザーの確認
(ID・パスワード式のログイン
に比べ、格段に強固なセキュ
リティ機能)

お客様カードの代替
(独自のメンバーズカードの発
行が省略可能)

＜金融機関等の口座開設時の例＞

●御興味のある方はこちら⇒ 民間事業者が公的個人認証サービスを利用するメリットで検索

【従来】対面による本人確認又は本人確認書類の写しの郵送による提出

【公的個人認証サービス利用】 オンライン上で本人確認

金融機関
書類に誤りがないか確認

本人確認完了

来店で申込又は申込書に記入の上、本人確認書類
等必要書類を添付して、金融機関へ郵送

マイナンバーカードを
リーダーへかざす

有効性
確認

結果

民
間
事
業
者
等 J-LIS

本人確認完了
電子証明書

＜公的個人認証サービス
利用によるメリット＞

郵送コスト、
タイムラグが発生！

安価で即時に
サービスの利用可！

公的個人認証サービス（JPKI）の概要

• インターネット等によるオンライン手続や取引において、電子証明書により安全・確実な本人確認
を行うための公的サービス。(公的個人認証法)

• なりすまし・改ざんや送信否認の防止を担保、高いセキュリティを確保。
【参考】行政機関のほか、民間事業者607社(大臣認定事業者21社、同事業者を利用している事業者586社)がサービスを提供 ※令和6年10月1日現在
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顧客の
メリット

① 氏名・住所・性別・生年月日が自動で申請画面に転記されるため、手入力が不要

② 本人確認の申請から完了までにかかる時間が約2分の1に短縮

① 偽造された本人確認書類による犯罪目的等の不正な申請が大幅に減少

② 撮影画像や入力された住所の目検チェック等による事務コストが約3分の1に減少

事業者のメリット②の具体的な内容
：以下が削減可能
 OCR等の入力情報確認システム利用に

かかるコスト
 撮影画像・入力された個人情報の誤字等

をチェックする人員
 顧客の問い合わせを受け付ける人員
 人員削減による執務室などの設備コスト
 撮影画像や入力された個人情報に誤りが

あった際の顧客対応

公的個人認証サービス（JPKI）のメリット

【導入により得られた具体的なメリット】

事業者の
メリット

【JPKI導入前後の本人確認フロー】

入力の手間や入力ミス

Before
(犯収法[ホ])

After
(犯収法[ワ])

JPKI

個人情報の入力 撮影 申請情報確認 完了

撮影の手間や撮影画像が不鮮明
な場合あり

撮影画像や入力情報の
チェックでの手間あり

パスワード入力/スキャン・登録情報取得 完了

画像アップロード

撮影画像をアップロー
ドする手間あり

マイナンバーカードを
リーダーへかざす

本人確認完了

• オンライン口座開設等における本人確認の方法として自撮り方式を採用している事業者が多くある
ところ、自撮り方式に加えてJPKI方式も導入しサービス提供している銀行と資金移動業者のそれぞ
れにJPKIのメリット/効果をヒアリング。

• 入力/自撮りレス等のUX向上のほか、入力内容/本人確認書類の真贋等の確認事務削減による導入効
果が大きいとのこと。
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○ デジタル庁において、JPKIの導入事業者にヒアリングを行ったところ、マイナンバーカードによる
JPKIを活用した本人 確認の導入効果については以下のとおり。

○ マイナンバーカードが国民の７割以上に普及する中で利用割合が増加していること、本人確認に要
する時間が短縮されること、導入企業の事務負担の軽減に繋がることが確認されている。

項目 A社
（証券会社）

B社
（銀行）

C社
（資金決済業）

利用方法 オンラインでの証券口座開設 オンラインでの銀行口座開設 オンラインでの資金移動口座
開設

JPKIによる
本人確認の
利用割合

（2022年→2023年度）

10%⇒40%
（４倍に増加）

※本人確認書類の画像をアップロード
する方式、本人確認書類のコピーを郵
送する方式がJPKIに置き換えられた。

20%⇒40%
（2倍に増加）

※本人確認書類の画像と本人画像の
アップロードによる方式がJPKIに置き

換えられた。

15%⇒35%
（2.3倍に増加）

※本人確認書類の画像と本人画像の
アップロードによる方式がJPKIに置き

換えられた。

本人確認に
要する時間 短縮 約２分の１

数時間（従来）⇒即時
※電子的に送信された本人確認書類の

真正性確認に要する時間が短縮された。

本人確認に
要するコスト

減少
（外注費用が約６分の１） 約３分の１ 約３分の１

その他 なりすまし抑止 不正口座開設が減少 不正申請が減少

※2024/01現在

マイナンバーカードによるJPKIを活用した本人確認の導入効果について
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 希望するマイナンバーカード保有者に対し、マイナンバーカードのうち①電子証明書機能（電子署名及び電子認証の機能）を、
お持ちのスマホに搭載するサービスを、令和５年5月11日より開始。（まずはアンドロイド端末から開始。）

 もう一つのマイナンバーカード機能である②属性証明機能（氏名、住所、生年月日、性別、マイナンバー、顔写真の証明の
機能）のスマホ搭載についても、必要な改正法が成立。

 iPhone端末は上記の①②の機能について、今春に搭載を目指すことを令和６年５月に公表。
 スマホ搭載により、マイナンバーカードを持ち歩くことなく、スマホだけで、マイナンバーカードでできることが順次、できるようになる。
なお、4桁の暗証番号に代わり、携帯電話の持つ生体認証機能を活用することも可能（※機種による）。

子育て支援

TAX
確定申告 薬剤・健診情報 母子健康手帳

ご自身の様々な情報の閲覧様々な行政手続のオンライン申請

予防接種

個々人へのサービス等のお知らせ

■各種民間サービスの申込・利用 ■コンビニ交付サービスの
利用

■健康保険証としての
利用

コンビニ交付 健康保険証
銀行・証券
口座開設

携帯電話申込
キャッシュレス

決済申込

引越し

■マイナポータルの利用

■図書館カード等、様々なカードとしての利用 ■災害における利用 ■救急における利用 など

マイナンバーカードでできること（予定含む。これらが順次、スマホだけできるように。）
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②マイナンバーカードの読み取り
＆暗証番号の入力

①マイナンバーカードを持ち運び

スマホでID表示・提供

スマホ一つでOK

カードをかざす必要なし
＆生体認証でOK

③物理カードでID提示

これまで これから

スマートフォンの顔認証や指紋認証
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○ 重点計画では次期個人番号カードについて、次のとおり記述されている。

○ 券面デザインに関する見直しのほか、券面記載事項をはじめとする個人番号カードの機能向上に資する事項について、関係
する事務やシステム及び法改正への影響も踏まえつつ、所要の検討を行う。

デジタル社会の実現に向けた重点計画（2023年6月）（抜粋）

第１ 安全・安心で便利な国民の生活や事業者の活動に向けた重点的な取組
１．マイナンバーカード/デジタル行政サービス
（６）次期マイナンバーカードの検討

2026年（令和８年）中を視野に次期マイナンバーカードの導入を目指す。このため検討の場として「次期マイナン
バーカードタスクフォース（仮称）」を設ける。
暗号アルゴリズム、偽装防止技術を含めた券面デザインについて必要な見直しを行うとともに、性別、マイナンバー、
国名、西暦等の券面記載事項、電子証明書の有効期間の延長、早期発行体制の構築を含む発行体制の在り方、
マイナンバーカードの公証名義等について検討を行う。券面記載事項については、マイナンバーカードの身分証明書と
しての機能やマイナンバー利用事務・関係事務実施者の事務への影響を踏まえつつ検討する。
また、より効率的なマイナンバーカード管理システム及び公的個人認証サービス（JPKI）システムへの刷新や、既発
行カードの扱い、新旧カード切替えに伴うカード利用機関等への影響についても検討することとする。
法改正が必要な場合は、2024 年（令和６年）通常国会への法案提出を目指す。
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マイナンバーカードが支える、個人に寄り添う、安全・便利なデジタル社会（イメージ）

自分を証明する
マイナンバーカード

Solution（解決策） → Future（将来像）Before（課題）

サービスごとに、カードがバラバラ
なりすまし被害も心配

将
来
像

↑

解
決
策

事業者ごとにバラバラ
なりすまし被害も心配
手間やコストもかかる

オンライン市役所化

市民カード化

安全・便利な
民間ビジネス

対面でもオンラインでも
ICチップで確実に

マッチングアプリ

シェアエコの
本人確認

マイナ救急
マイナ免許証

在留カード

プロスポーツ等の
ファンサービス

ライブイベント
チケット転売防止

課
題

診察券等も
マイナンバーカード

一枚へ

ゴルフ場
顔認証チェックイン
地域振興連携

引越手続

マイナ保険証

銀行・証券の
申込・各種手続

携帯電話
申込・各種手続

キャッシュレス決済
本人確認

図書館
カード

介護手続

古物取引
オークション

なりすましのないサービス・
簡単・迅速・安価な手続へ
サブスクリプション型など、
新たなサービスの開拓へ

いつでも安全に持ち歩けて
新たなサービスやメリットも受けられる

自治体・国の様々な行政手続をスマホから
一人一人に寄り添う公共サービスを、プッシュで実現

子育支援手続

被災者支援

国家資格証

予防接種等
プッシュでお知らせ

給付金のお知らせ
プッシュ型給付

・いつでも使える
・カードかざし不要
・生体認証で簡単

スマホ搭載

民間会員証
や社員証
への応用

ワクチン
接種証明

お薬手帳

年齢確認等
ネット仮想空間
上の本人確認

マイナンバーカード
機能の民間開放

マイナンバーカード
導入

役所に赴き
窓口で手書申請

サービス案内

AIコンシェルジュ

マイナンバーカード・
マイナポータル導入

パスポート申請

e-Tax

３月末時点   保有： 9,772万枚（約78.3％）
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マイナンバーカードと医療DX

1. マイナンバーカード
a. 利用シーンの拡大
b. カード利用シーン拡大構想Ⅰ：「オンライン市役所」構想
c. カード利用シーン拡大構想Ⅱ：「市民カード化」構想
d. カード利用シーン拡大構想Ⅲ：「安全・便利なオンライン取引」構想

2. マイナポータルとデジタル認証アプリ
a. マイナポータルの改善とマイナポータルAPIの活用
b. デジタル認証アプリ

3. 医療DXと医療法改正案
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政府サービス 市役所サービス 金融サービス ﾒﾝﾊﾞｰｼｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽ
  マイナンバー 市民ID 金融機関口座 メンバーアカウント

それぞれのIDやサービスに対し、ご本人であるかどうかの確認（認証）を行います。
※デジタル認証アプリサービス側ではID間の紐付けは行いません

マイナンバーカードを使った本人の確認が簡単に、無償で利用できます

デジタル認証アプリ

マイナポータル

自己情報閲覧

お知らせ

やりとり履歴の確認

手続の検索･電子申請
• 引越し
• パスポート
• 国民年金
• 公金受取口座
• マイナ保険証
のほか自治体等へ様々な
申請もできますシングル・サイン・オン

デジタル基盤の活用



手続の検索･電子申請

• 引越し
• パスポート
• 国民年金
• 公金受取口座
• マイナ保険証
のほか自治体等へ様々な
申請もできます

自己情報閲覧
• 健康保険証情報
• 税情報（所得等）
• 薬剤情報
• 予防接種の履歴
などが確認できます

お知らせ
行政機関等から児童手当現
況届や確定申告などのあな
たに合ったお知らせが届き
ます

やりとり履歴の確認
あなたの情報が行政機関で
どのようにやりとりされた
かチェックできます

シングル・サイン・オン
（外部サイト連携）
・e-Tax
・ねんきんネット
などにつながります

25

マイナポータルとは



 マイナポータルは、行政機関に保存された、
自分の個人情報を取り行くための「開く扉」
を提供。

 マイナンバーカードをかざし、パスワードを
入力すると、必要な行政機関が持つ自分の
データにアクセスできる扉が開き、データを
取りに行ける。

 一度ログアウトすると扉が閉じるので、再度
扉を開けるためにはもう一度マイナンバー
カードをかざす必要。

マイナポータルは各行政機関が持つ個人情報を取得する機能を提供

厚労省

住民
データ 戸籍

データ

医療
データ

✕✕
データ

〇〇
データ

✕✕省

法務省

〇〇省

自治体

マイナポータル
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マイナポータルの仕組み



マイナポータルで閲覧できる情報

• マイナポータルでは、行政機関等の持つ自分の情報を確認できます。

健康保険証情報
診療・薬剤情報
医療費情報
予防接種
乳幼児健診
妊婦健診
特定健診情報

・後期高齢者健診情報
難病患者支援

税・所得
公金受取口座情報
年金
児童手当
ひとり親家庭
母子保健
教育・就学支援
障害児支援

・小児慢性特定疾病医

障害保健福祉
生活保護
介護・高齢者福祉
雇用保険
労災補償
etc...

マイナポータルで確認できる情報の例
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マイナポータルで申請できる手続

• マイナポータルでは、行政手続のオンライン申請ができます。

介護関係手続
・要介護・要支援認定の申請
・介護保険負担割合証の再交付申請
・被保険者証の再交付申請

被災者支援関係
・罹災証明書の発行申請 etc...

 

その他、地域のマラソン大会など、様々な行政手続
を自治体が登録し、申請を受け付けることが可能。

マイナポータルで申請できる手続の例
引越し
パスポート
国民年金
確定申告
子育て関係手続

・出生の届出
・児童手当等の額の改定の請求及び届出
・児童扶養手当の現況届の事前送信
・氏名変更／住所変更等の届出
・受給事由消滅の届出
・未支払の児童手当等の請求
・児童手当等に係る寄附の申出
・受給事由消滅の届出 
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顔認証付きカードリーダーの不具合などでマイナ保険証による受付が上手くいかなくても、マイナポータルの画面
（保存したPDFファイル）をマイナ保険証とともに医療機関等の受付に提示することで保険診療の受診が可能で
す。

29

マイナポータルのホーム画面から「健康保険証」情報に簡単にアクセスでき、
その情報をダウンロードして保存することができます。



医療機関や薬局の窓口で支払った公的医療保険に係る医療費の情報を確認することができます。
※毎月11日ごろに情報が更新され、前々月分までの医療費の情報を確認することができます。

下方向にスクロール
30

マイナポータルで医療費の情報を確認することができます。



病院や薬局などの医療機関で処方・調剤されたお薬の情報を確認することができます。
※毎月11日ごろに情報が更新され、前月分までのお薬の情報を確認することができます。

31

マイナポータルでお薬の情報を確認することができます。



➂転出証明書情報
の事前通知

 2023年２月７日にリリース

 マイナポータルから全ての市区町村でオンラインによる転
出届の提出を転出元市区町村に、来庁予定の連絡を転入予
定市区町村にできるように。

転出元
市区町村

マイナポータル

手続きのイメージ

➁転出届➀転出届・来庁
予定の連絡

転入先
市区町村

➁来庁予約
の連絡➃マイナンバーカード

を持参して来庁
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引越しの手続き



 2023年３月27日にリリース

 マイナポータルから切替申請をはじめとする一部のパス
ポートに関する手続きがオンライン申請できるように。

 これまで申請時と受取り時の２回窓口に行く必要があった
が、マイナポータルから申請することで、窓口に行く回数
は原則受取り時の１度だけになる。

 2025年３月から、全ての都道府県においてオンラインでの
パスポートの新規申請が可能に。

旅券事務所

マイナポータル

パスポート申請のイメージ

➁電子申請

➀必要情報の入力
カード読取
顔写真・自署撮影
旅券IC読取 等

➄パスポート受取

➂通知➃内容確認
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パスポートのオンライン申請



➀免除等の記入済
申請書の送付

 2022年５月にリリース

 国民年金保険料の免除・猶予の対象者に、申請事項が事前
記入済の案内をマイナポータルからプッシュ通知し、オン
ラインで免除申請が簡単に。

 対象手続は、国民年金保険料免除の申請（全額免除、4分の
3免除、半額免除、4分の1免除）、国民年金保険料納付猶予
の申請。

国民年金保険料のワンクリック免除

日本年金機構
（ねんきんネッ

ト）

マイナポータル

手続きのイメージ

➁免除等の申請の
お知らせを受信

（プッシュ通知）

➂内容確認・申請
（ワンクリック）

➃電子申請
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マイナポータルのサービス



国家資格のオンライン・デジタル化について

※2 医師、歯科医師、看護師、保健師、助産師、理学療法士、作業療法士、視能訓練士、義肢装具士、臨床検査技師、臨床工学技士、診療放射線技師、衛生検査技師、死体解剖、医師臨床研修修了者、歯科医師臨床研修修了者、医師少数区域
経験認定医師、薬剤師、言語聴覚士、歯科衛生士、歯科技工士、救急救命士、管理栄養士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、国家戦略特別区域限定保育士、保育士、介護支援専門員、准看護師、栄養士、難病指定医
（協力難病指定医）、小児慢性特定疾病指定医、行政書士、司法試験、司法試験予備試験、建築物環境衛生管理技術者、建築物調査員、建築設備等検査員、建築基準適合判定資格者、構造計算適合判定資格者、情報処理安全確保支援士、調理師、
精神保健指定医、キャリアコンサルタント、給水装置工事主任技術者、専門調理師、技能士（131種）、労働安全衛生法による免許（20種）、技能講習修了証（69種）、登録販売者、全国通訳案内士、地域通訳案内士、職業訓練指導員、製菓衛
生師、クリーニング師、受胎調節実地指導員、教員、一級建築士、二級建築士、木造建築士、マンション管理士、自動車整備士、海事代理士、衛生管理者、救命艇手、理容師、美容師、労働安全コンサルタント、労働衛生コンサルタント、作業
環境測定士、特定社会保険労務士、年金数理人

※1 利用開始時に可能な手続きは資格ごとに異なる
 令和7年4月末時点の資格ごとの対応時期は下図を参照

令和６年８月６日（火）より、これまでは紙で行われていた介護福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士、
公認心理師における氏名等の変更手続き※1や、デジタル資格者証の取得がオンラインでできるようになり、
これまでに社会保険労務士、保険医、保険薬剤師が加わりました（令和７年４月末時点 ７資格）。

住民票の写しや戸籍謄（抄）本の写しの添付も省略可能
登録免許税や手数料の支払いもオンラインでの決済（クレジットカード）が可能

令和７年
秋以降

４資格
介護福祉士、社会福祉士、
精神保健福祉士、公認心理師

１資格
社会保険労務士

２資格
保険医、保険薬剤師

令和6年
11月29日

令和7年
2月25日

７４資格※2
準備の整った資格より
オンライン・デジタル化
を順次開始

【資格登録者数】
介護福祉士 200万人、社会福祉士 30.6万人、
精神保健福祉士 10.9万人（令和6年6月末）
公認心理師 7.2万人（令和6年3月末）

令和6年
8月6日

３資格
税理士（登録事務）、
海技士、
小型船舶操縦士

令和7年
夏頃
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添付書類は省略
住民票や戸籍に関する書類はマイナンバーを活用して連携

オンライン決済に対応
申請に必要な支払いは、お知らせを受け取ってオンラインで決済

オンラインで申請できる
マイナポータルより、資格の新規取得・住所又は氏名等変更の申請ができる

国家資格

登録情報をいつでも確認
確認したい時に、すぐに閲覧できる

デジタル資格者証を利用できる
デジタル資格者証※のデータを提供可能
※ 資格を保有していることの確認ができる電子データ

資格をお持ちの皆様やこれから取得される方は、新規取得や婚姻・引越しの際、また、デジタル資格者証が必要な際に、
マイナポータルよりご利用下さい。

令和６年度より、それぞれの国家資格で順次サービス開始します（実際の取扱いは資格により異なります）。
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国家資格のオンライン・デジタル化のメリット



37

新しいマイナポータルへの刷新



• 現正式版が標準表示。
• 任意でアルファ版を利用可能。
• アルファ版のみの機能はなし。

• 実証ベータ版が標準表示に。
• 機能ごとに正式版へ遷移。
• 一部機能をベータ版環境のみで提供開始。

2022/12 - 2023/08 2023/08 - 2024/03 2024/03 -

アルファ版実証 ベータ版実証 新しい正式版提供
• ウェブトップページが1本化。
• 新規機能については、新しい正式版環

境で開発。
• 現正式版に残る機能は、順次移管。

38

新しいマイナポータルのロードマップ



取組み – アンケート機能

• 利用者からの声が常に受け取れるよう、アンケート機能を設置。

マイナポータル上の主要なページや手続きが終わったページに、満足度調査・フリーコメントのできる機能を設置。
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R6
6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

R7
4

2024年7月
� Ṧ ��� ࢼ � � ٽ ٽ ڂ ڡ
オンラインで給付に申請し、速やかに振込。

申請中の給付をまとめて確認。

2024年12月

₭ �ᾚ������ ₢ �
2025年3月

�� ٖ � � ԋἨɏ
2024年6月

ٓ ى ﮹ ٽ � � җ ٸ ٽ ٽ ٽ ڂ ڡ

2025年2月
⅔ ₭ � Ɽ � � � ⁅ ờ � ؎ � ࢼ � �

アレルギーや検査結果などの情報が見れるように。

2025年1月
��� ờ ү ڀ ٽ қ ڀ Ṅ Ṧ

� ࢻ � Ŧ

2025年1月
ṱ Χ � � ݟ Ớ �� Ệ Ỏ
⅔ � ࢻ � Ŧ ờ Ḱ ݫ � ˾ � ٹ ڂ ى
ٽ ٽ ڂ ڡ

2024年8月
ү ڀ ٽ қ ڀ ݝ � �
出生届がオンラインで。

2024年9月
ݝ � Ớ � Ỉ Ǐ � � Ẽ ұ қ ٕ
出生届と出生にまつわるタスクと申請先がひとめで。

2024年8月
տ ࣝ � � � ờ ү ڀ ٽ қ ڀ ڂ ٓ ى ﮹ ٽ ɏ � ⹀

2024年9月
ٿ ҹ қ ڀ Ệ ộ Ế ổ ự � �� ǖ ٻ ڂ ٽ ỵ ٸ
� ٮ ټ � � Ỗ ��Ỗ Ẽ Ǐ ỹ ẵ Ớ

2025年3月
� ݧ ờ � �����
ٽ ٽ ڂ ڡ ḭ ࢻ

2025年3月
�� ٖ � � � ⁅ ờ � ����
リリース予定

2024年10月
⅔ �� � ٹ ڂ ى ٽ ٱ ټ ڂ җ ٽ
基礎年金番号など、年金に関する情報にすぐにアクセス。

2024年11月
マイナポータルの利用状況に関する
ダッシュボードの公開

氏名等の変更手続きや、デジタル資格証の取得がオンラインで。
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マイナポータルのロードマップ



マイナポータルAPI仕様公開サイト（https://myna.go.jp/html/api/index.html）

マイナポータルで提供する機能を、行政機関だけではなく企業や市民団体等の民間組織に対してもAPIとして提供することで、自己情報や行
政機関への申請機能を活用した新たな行政サービス・民間サービスの開発につながることが期待されます。
※APIとは、アプリケーション・プログラミング・インターフェースの略。マイナポータルのAPIの提供は、外部のWEBサービスのシステムからマイナポータルにアクセスして

その機能を活用できるように必要な仕様等を作成し、一定の要件の下で公開するもの。

行政機関等
マイナポータル

国

地方公共団体

API利用事業者
（民間企業等）

その他機関

API連携

健康医療アプリ

障害者手帳アプリ

コンビニATM

ローン審査サービス

民間送達サービス

等

サービス利用

電子申請ＡＰＩ

自己情報取得ＡＰＩ

社会保険・税手続ＡＰＩ

医療保険情報取得ＡＰＩ

等
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マイナポータルAPIの活用



民間企業がリリースしているお薬手帳アプリでもマイナンバーカードを利用して薬剤情報・処方情報・調剤情報などを表示できます。

42

マイナポータルAPI活用の事例



e-Tax

確定申告をもっと簡単に 

税務署

マイナポータル
からまとめて
データを取得

申告書に
自動入力
自動計算
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マイナポータルAPIの活用の事例



デジタル認証アプリサービスAPI

認証API
電子利用者証明の検証と利用者証明用電子証明書の有効性確認の結果等を連携
マイナンバーカードの券面事項入力補助APを用いた４情報連携機能も利用可能
OpenID Connect / OAuth 2.0 により簡易な組み込みが可能

地域アプリ登録時のオンライン本人確認

ECサイトやネットバンキングログイン時の本人確認に

公共施設やシェアリングサービスなどのオンライン予約時に

ライブ会場等での酒類購入時の年齢確認に

活用例

署名値と署名用電子証明書を連携（認証APIと異なり、電子署名の検証は行わない）
行政機関向けに限り署名用電子証明書の有効性を確認
マイナンバーカードの券面事項入力補助APを用いた４情報連携機能も利用可能

署名API

（マイナンバーカードの利用者証明用電子証明書を用いた認証）

（マイナンバーカードの署名用電子証明書を用いた署名）

個人向け認証
アプリケーション
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マイナンバーカードと医療DX

1. マイナンバーカード
a. 利用シーンの拡大
b. カード利用シーン拡大構想Ⅰ：「オンライン市役所」構想
c. カード利用シーン拡大構想Ⅱ：「市民カード化」構想
d. カード利用シーン拡大構想Ⅲ：「安全・便利なオンライン取引」構想

2. マイナポータルとデジタル認証アプリ
a. マイナポータルの改善とマイナポータルAPIの活用
b. デジタル認証アプリ

3. 医療DXと医療法改正案
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医療・介護DXの更なる推進

活力ある健康活躍社会を築く上で、デジタル化とデータサイエンスを前提とする医療・介護DXの推進は、国民一人ひとりの健康・生命を守り、
今後の医療等の進歩のための基盤となるもの。より質の高い医療やケアを効率的に提供する体制を構築するとともに、医療分野のイノベー
ションを促進し、その成果を国民に還元していく環境整備を進めていく。

医療・介護等の公的DBの利用促進（仮名化情報の利用・提供、電子カルテ情報共有サービスで収集するカルテ情報の二次利用等）
公的DB等を一元的かつ安全に利活用できるクラウド環境の情報連携基盤の構築、利用手続のワンストップ化
検査や薬剤等に関するコードの標準化・質の高い医療データを整備、維持・管理するための取組推進

社会保険診療報酬支払基金を、医療DXに関するシステムの開発・運用主体の母体（「医療DX推進機構（仮称）」）として、抜本的に改組
国が医療DXの総合的な方針を示し、支払基金が中期的な計画を策定。保険者に加え、国・地方が参画し、運営する組織。情報技術の進歩に応じた迅速・柔

軟な意思決定、DXに精通した専門家が意思決定に参画する体制に改組

 国が先頭に立って、あらゆる手段を通じてマイナ保険証の利用を促進
 生成AI等の医療分野への活用

電子カルテ情報共有サービスの構築・普及（大病院における電子カルテ情報の標準化の加速化、診療所への標準型電子カルテの導入促進、必要な支援策の
検討）、電子処方箋の普及促進

次の感染症危機に備え、電子カルテ情報と発生届との連携や臨床研究における電子カルテ情報との連携促進、JIHS（国立健康危機管理研究機構）への情報集約
診療報酬改定DX、介護情報基盤の構築、PMH（公費負担医療等の情報連携基盤）の推進

令和６年12月にマイナ保険証を基本とする仕組みへの移行を控える中で、医療DXの基盤であるマイナ保険証の利用促進を図りつつ、
「医療DXの推進に関する工程表」に基づき、各取組をより実効的かつ一体的に進める。また、速やかに関係法令の整備を行う。

全国医療情報プラットフォームの構築等

医療等情報の二次利用の推進

医療D Xの実施主体

マイナ保険証の利用促進、生成A I等の医療分野への活用

令和6年8月30日
近未来健康活躍社会戦略 抜粋
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医療DXの推進に関する工程表〔全体像〕
2023年度

（令和5年度）
2024年度

（令和6年度）
2025年度

（令和7年度）
2026年度～

（令和8年度～）

マイナンバーカードと健康
保険証の一体化の加速等

電子カルテ情報の標準化等

自治体・医療機関/介護事業
所間の連携 等
・自治体が実施する介護、

予防接種、母子保健等の事
業の手続に必要な情報の連
携

診療報酬改定DX
〔医療機関等システムのモ
ダンシステム化〕

共通算定モジュールの設計・開発

マスタの開発・改善
電子点数表の改善

○令和6年秋
・保険証廃止

訪問診療等、柔道整復師・あん摩マッ
サージ指圧師・はり師・きゅう師の施
術所等でのオンライン資格確認の構築

マイナンバーカードと健康保険証の一体化の加速等

マスタ・コードの標準化の促進
提供拡大

スマホからの資格確認の構築

医療機関・薬局間だけでなく、自治体、介護事業所と情報を共有、マイナポで閲覧に加え、申請情報の入力

電子処方箋を実施する医療機関・薬局を拡大

診療情報提供書・退院時サマリーの交換
検査値〔生活習慣病、救急〕、アレルギー、薬剤禁忌、傷病名等を共有

順次、医療機関、共有する医療情報を拡大

概ね全ての
医療機関・薬局で導入

医療機関・薬局間での共有・マイナポでの閲覧が可能な医療情報を拡大

業務運用の見直し
医療機関・自治体との

情報連携基盤の整備
実証事業

マイナポの申請サイトの改修

マスタ及び電子点数表
改善版の提供開始

機能を更に追加しながら、
医療機関数を拡大

医療機関等のシステムについて、診療報酬の共通算定モジュールを通し、抜本的にモダンシステム化

共通算定モジュールのα版提供開始
先行医療機関で実施、改善

順次、機能を追加

診断書等の自治体への電子提出の実現
順次、対象文書を拡大

運用開始

運用開始

生活保護（医療扶助）のオンライン資格確認対応 運用開始

保険医療機関等のオンライン資格確認の原則義務化

 医療機関・ベンダの負担軽減 

 医療機関・ベンダの更なる負担軽減 

全
国
医
療
情
報
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
構
築

救急時に医療機関等で患者の医療情報を閲覧できる
仕組みの整備

運用開始

運用開始し、普及

国民に直接メリットがある機能を開始 ⇒ ⇒ ⇒ 機能・実施自治体を拡大

下記について全国的に運用
・公費負担医療、地方単独医療費助成
・予防接種
・母子保健情報
・介護
・自治体検診
・感染症届出

自治体システムの標準化、共有すべき文書の標準化・クラウド化

先行実施

全国医療情報プラットフォームの基盤構築
（電子カルテ情報共有サービス（仮称）の整備）

本格実施

レセプト情報

電子処方箋

電子カルテ情報

医療情報化支援基金の活用による電子カルテ情報の標準化を普及

情報共有基盤の整備
共有等が可能な医療情報
の範囲の拡大

標準型電子カルテα版提供開始 本格実施

民間PHR事業者団体等と連携したライフログデータ標準化、 医療機関実証、2025年大阪・関西万博も見据えたユースケース創出支援 順次、ユースケースを拡大

令和５年６月２日
医療DX推進本部 資料３
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全国医療情報
プラットフォーム

全国医療情報プラットフォーム

行政職員・研究者
医薬品産業等

医療情報基盤 介護情報基盤
電子処方箋管理サービス

電子カルテ情報共有サービス(仮称)

医療機関・薬局

医療保険者

国民

救急隊

電子カルテ
レセコン等

保険者業務
システム等

介護事業所

介護業務
ソフト等

自治体・保健所

健康管理
システム等

特定健診等データ収集/管理システム

オンライン資格確認等システム

オンライン資格確認システム

資格情報

特定健診等情報

薬剤情報
(レセプト)

医療費情報
(レセプト)

*カルテ情報

1 救急・医療・介護現場の切れ目ない情報共有

異なる領域の基盤間連携

2 医療機関・自治体サービスの効率化・負担軽減

3 健康管理、疾病予防、適切な受診等のサポート

4 公衆衛生、医学・産業の振興に資する二次利用

❶

専用
アプリ

≪医療DXのユースケース・メリット例≫

意識不明時に、検査状況や薬剤情報等が把握され、迅速に的確な治療を受けられる。
入退院時等に、医療・介護関係者で状況が共有され、より良いケアを効率的に受けられる。

医療機関・薬局 介護事業所

医療機関

DPC

がん登録

予防接種感染症

指定難病 小児慢性
特定疾病

介護DBNDB

障害福祉

DPC

がん登録

介護DBNDB

指定難病 小児慢性
特定疾病

DPC

がん登録

介護DBNDB 解
析
基
盤

国民

二次利用データベース群(例)

マイナ
ポータル

問診票・予診票入力、データ提供同意

接種通知、患者サマリー情報等

 受診時に、公費助成対象制度について、紙の受給者証の持参が不要になる。
 情報登録の手間や誤登録のリスク、費用支払に対する事務コストが軽減される。

 予診票や接種券がデジタル化され、速やかに接種勧奨が届くので能動的でス
ムーズな接種ができる。予診票・問診票を何度も手書きしなくて済む。

 自分の健康状態や病態に関するデータを活用し、生活習慣病を予防する行動
や、適切な受診判断等につなげることができる。

 政策のための分析ができることで、次の感染症危機への対応力強化につながる。
 医薬品等の研究開発が促進され、よりよい治療や的確な診断が可能になる。

行政職員・研究者

解析ソフト等

行政・自治体情報基盤

❸

❸

救急隊
意識不明による
救急搬送中の確認

救急医療
・入院中の確認

施設入所時
・リハビリ中の確認

医療情報基盤

国民

行政・自治体情報基盤

閲覧

健診結果(母子保健)、
接種記録等の連携

医療機関 自治体

手入力不要
持参不要

公費助成情報
の連携

自治体
閲覧

マイナ
ポータル 患者

❷

異なる領域の基盤間連携

※システム詳細検討中

H

H

H H

科学的介護情報システム(LIFE)

介護情報データベース(仮称)

要介護認定情報

LIFE情報

ケアプラン

介護情報
（レセプト）

※連携方法検討中

各DBの
データ連携

オンライン資格確認システム

医療情報閲覧機能

救急時医療情報閲覧機能

診療情報
(レセプト)

同意情報

*傷病名、アレルギー、薬剤禁忌
感染症、検査情報、処方情報

❸

※システム詳細検討中

医療保険者等向け中間サーバー

マイナ
ポータル

介護保険者

介護保険
システム等

資格情報

※共有する介護情報については検討中

PMH(Public Medical Hub)

公費助成情報

母子保健

予防接種

処方・調剤情報

紹介状・退院時サマリ等

ケアプランデータ連携システム

ADL、栄養・摂食嚥下、口腔衛生情報等

民間のヘルスケアサービス等❹ 二次利用基盤

履歴照会・回答システム

医療・介護データ等の解析基盤(HIC)
DPC

がん登録

予防接種感染症

指定難病 小児慢性
特定疾病

介護DBNDB

障害福祉※匿名化識別IDを付与するシステム etc...

❹
DPC

がん登録

介護DBNDB

小児慢性
特定疾病がん登録

ライフログ等

自治体等向け中間サーバー

第４回「医療DX令和ビジョン2030」厚生労働省
推進チーム（令和５年８月30日）資料２－３
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マイナンバーカードのICチップの電子証明書等と、顔認証（または暗証番号）を組み合わせて、
「確実な本人確認」として利用することにより、
過去の手術、診療や服薬中のお薬等の医療情報を、全国の医療機関・薬局に提供できるようにする仕組みです。

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

マイナンバーカードの安全性

（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

■ 紛失等による場合は、1週間以内（最短5日）に再発行
■ 紛失・盗難の場合も24時間・365日体制で停止可能

顔写真があり、
なりすましは
できない

■ ICチップを利用するためには、暗証番号か顔認証が必要

■ ICチップ部分には、医療情報のほか、税や年金などの
個人情報は記録されない

医療情報の提供には電子証明書を使います
マイナンバーは使いません

医療情報は記録されない

➁電子証明書等の送付

➂医療情報の提供

医療機関・薬局

➀確実な本人確認
（マイナンバーカード＋顔認証または暗証番号）

オンライン資格確認等システム

支払基金・国保中央会

（資格情報、特定健診等情報、薬剤情報、診療情報 等）

マイナ保険証の仕組み
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合計 マイナンバー
カード 保険証

病院 17,091,517 7,918,261 9,173,256

医科診療所 102,463,640 26,065,571 76,398,069

歯科診療所 19,706,946 7,955,212 11,751,734

薬局 104,480,125 24,495,641 79,984,484

総計 243,742,228 66,434,685 177,307,543

＜参考＞
令和7年3月のマイナ保険証利用人数（2,840万人）から、当該月に医療機関に受診した人の推計値（6,760万人）を用いて、一月に医療機関を受診した人のうち、
マイナ保険証を利用した人の割合（推計値）を算出すると以下のとおり。

※医療機関受診者数とマイナ保険証利用者数は、月内に保険者を異動し、両保険者において医療機関を受診した又はマイナ保険証を利用した場合はダブルカウントされる。
※医療機関受診者数については、加入者数に患者割合をかけることで算出。加入者数については令和6年11月までは医療保険医療費データベースによる実績値、12～3月は過去の伸び率から推計して算出。

患者割合は、令和4年度の医療給付実態調査における診療種別計の患者割合を元に、医療保険医療費データベースにおける直近の入院外＋歯科の受診率を用いて推計し算出。
※医療機関受診者のうちMNC保有者及びマイナ保険証保有者の算出は、全人口のうちMNC保有者（78.3％）やMNC保有者のうちマイナ保険証利用登録者（84.9%）を用いて推計。

医療機関受診者に占めるマイナ保険証利用者の割合 42.0%
医療機関受診者（MNC保有者）に占めるマイナ保険証利用者の割合 53.7％
医療機関受診者（マイナ保険証登録者）に占めるマイナ保険証利用者の割合 63.2％

特定健診等情報
（件） 薬剤情報（件） 診療情報（件）

病院 2,299,818 1,169,286 3,749,690

医科診療所 7,496,266 8,633,850 19,880,780

歯科診療所 2,049,061 1,677,549 2,026,826

薬局 7,450,720 6,548,055 12,773,310

総計 19,295,865 18,028,740 38,430,606

※利用率=マイナ保険証利用件数/オンライン資格確認利用件数

【3月分実績の内訳】
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オンライン資格確認の利用状況



（R6.1.1時点の住基人口）

マイナ保険証に関する現状

マイナンバーカードの保有者
3月末：9,772万人（ 9,168万人）、全人口の78.3% （73.1％）

マイナンバーカードの携行者

保有率向上

携行率向上

①マイナンバーカードの保有状況

③マイナンバーカードの携行状況

マイナ保険証の登録者
3月末：8,301万人（ 7,143万人）、カード保有者の84.9%（ 77.9% ）

②マイナ保険証の登録状況

利用率向上

④マイナ保険証の利用状況

登録率向上

12,488万人8,301万人 9.772万人

取
得

登
録

携
行

利
用

8月： カード保有者の約50％（約40％）

（カード保有者）（マイナ保険証登録者）

カード保有者の約50%

（マイナ保険証
の携行者）

（マイナ保険証の利
用経験がある者）

※（ ）内は令和６年２月時点

※（ ）内は令和６年１月末時点

※（ ）内は令和６年１月末時点

※（ ）内は令和６年２月時点

マイナ保険証の利用実績
3月：6,643万件（838万件）、27.26%（4.99%）

※（ ）内はR6.3月時点

マイナンバーカード保有者の
利用経験（Web調査）
8月：約5人に2人（約4人に1人）

カード保有者の約40%

（参考）マイナ保険証の利用者数（3月）：2,840万人、
（同月の医療機関受診者（マイナ保険証登録者）に占める割合は63.2%（推計値））

３



2024年12月2日の健康保険証の新規発行終了後も、現行の健康保険証は最大１年間使用できます。
マイナ保険証への円滑な移行に向けて対応を進めています。

2024年 2025年 2026年

10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

※1…企業の従業員や個人事業主に雇用されている人が加入する健康保険

※2024年4月1日に転職・転居等した場合

12

月
1
日

保
険
証 

有
効
期
間
終
了

現行の保険証は
2025年

12月1日まで

現行の保険証は
2025年

4月1日まで
マイナ保険証または
資格確認書を利用

2024年8月に
現行の保険証を
新規発行した方

ケース①

国民健康保険の保険証

お手元の保険証
に有効期限の
設定がない方

ケース②

被用者保険※1の保険証

マイナ保険証または
資格確認書を利用

現行の保険証は
2025年7月末まで

※保険証の発行時の有効期間が1年の場合

転職・転居等で
保険資格が
変更になった方

ケース③

国民健康保険・
被用者保険※1の保険証

12

月
2
日

保
険
証 

新
規
発
行
終
了

マイナ保険証または
資格確認書を利用

マイナ保険証への移行パターン
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後期高齢者医療制度における８月１日以降の資格確認書の取扱いについて

【
マ
イ
ナ
保
険
証
あ
り
】

資格情報が変更した時
（ 75歳到達、転居等）

【
マ
イ
ナ
保
険
証
な
し
】

被保険者証
（発行済み）

被保険者証
（発行済み）

マイナ保険証

資格確認書
（職権交付）

資格確認書
（職権交付）

資格情報に変更なし

注：全ての発行済みの被保険者証及び資格確認書の有効期間が満了

マイナ保険証

令和６年12月２日 ～ 令和７年７月末（注）まで 令和７年８月～令和８年７月末

マイナ保険証

資格確認書
（職権交付）

資格確認書
（職権交付）

後期高齢者

1300万人

後期高齢者

700万人
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OR

来院
➀マイナンバーカードを置く

本人確認
➁本人確認方法を選択

➂顔の撮影または
暗証番号を入力

同意取得
➃医療情報の閲覧同意を選択 ➄資格確認等が完了

顔認証付きカードリーダーの画面遷移
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※有効期限３カ月後以降は、マイナポータルからDLした資格情報画面（PDF）か、資格情報のお知らせとマイナンバーカードを併せて提示することで受診可能

電子証明書の有効期限の状況に応じたマイナ保険証の利用

• 12月２日以降、電子証明書の有効期限が切れても３カ月間は引き続きオンライン資格確認が可能であり、
有効期限切れ３カ月後までに保険者から資格確認書を職権で交付。
※有効期限が切れて電子証明書が失効しても、マイナンバーカード本体や資格情報自体は引き続き有効。

有効期限
３カ月前

有効期限
（カード発行から5年後）

有効期限
３カ月後

J-LISから更新の
封書案内

顔認証付きカードリーダーで
有効期限前の更新アラート表示

オンライン資格確認等システムを通じた資格確認
＋医療情報等の同意に基づく提供

オンライン資格確認等システム
を通じた資格確認のみ

（医療情報等は提供不可）

→ 引き続き医療機関等で受診可

オンライン資格確認等システムを
通じて資格確認不可

→ 職権交付された資格確認書で
受診可

医療機関等
での利用

電子証明書
の更新案内

※電子証明書の更新をすれば、再度
医療情報等の提供の同意可能に

※マイナ保険証として使用するには、
電子証明書を更新した上で再び利用
登録が必要

顔認証付きカードリーダーで
有効期限後の更新アラート表示

自治体窓口で電子証明書の更新

顔認証付きカードリーダーでマイナ保険証を利用可能

資格確認書の
職権交付

マイナポ－タル
での更新案内
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電子証明書の有効期限の確認に関するリーフレット

• マイナ保険証の利用に当たり、電子証明書の有効期限の確認や更新を促すリーフレットを作成し、
医療機関に対して周知するとともに、自治体とも連携した周知を実施。
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社会保障審議会医療保険部会
（令和６年９月30日）提出資料
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令和７年度（2025年度）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

スマホ搭載対応

外来診療等におけるスマホ搭載対応について

• iPhoneへの電子証明書の搭載後、Androidも含めて、スマホ搭載されたマイナ保険証の使用について一部の医療機関等（約10施設）において
実証事業を実施予定。

• 実証事業において窓口での動作確認やスマホ保険証を用いた資格確認時に生じうるエラー等の検証を行った後、導入を希望する医療機関等より順
次、スマホ保険証の利用を開始する想定。

令和7年度の実施スケジュール（想定）

※環境が整った医療機関等から徐々に運用開始
（全医療機関に導入を義務付けるものではない）

全医療機関へ
スマホ対応機能開放※

先行してスマホ搭載対応の環境が整備された医療機関等において、患者がスマホ保険証を用いた場合の資格確認が問題なく実施されるか、以下の
観点を念頭において確認する。
• 患者向け  ：スマホをかざす場所や画面操作方法に分かりづらい点がないか、マイナンバーカードと同じようにご利用いただけるか
• 医療機関等向け：導入のための機器設定や運用に分かりづらい点がないか、誤操作等に起因するエラーにより窓口が混乱することがないか など

※実証事業を実施する医療機関等については、病院：３施設、医科診療所：4施設、歯科診療所：2施設、薬局：2施設程度を予定。

導入準備
(汎用CRの
準備等)

実証事業の概要

一部医療機関等で
実証事業

※令和７年春 iPhoneへの電子証明書の搭載
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読売新聞：10/24（木）掲載 朝日新聞：10/25（金）掲載 毎日新聞：10/26（土）掲載予定
産経新聞：10/25（金）掲載 日経新聞：10/24（木）掲載
地方紙 ：10/24（木）～26（土）で掲載、一部28日以降の掲載あり

12月２日以降もこれまでどおりの医療が受けられることについての新聞広告（政府広報）
マイナ保険証
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マイナ保険証のメリット

マイナ保険証で受診すると、ご本人が同意をすれば、過去に処方された薬の正確な情報が医師・薬剤師に共有されます。
また、電子処方箋の導入により最近処方された薬で、薬の重複処方や飲み合わせの調整が必要な薬があった場合、自動で
検知され、医師・薬剤師が確認できるしくみも、全国で導入を進めています。

※ 2024年11月10日時点で約５割の薬局が電子処方箋を導入

メリット➀

マイナ保険証だと、薬の重複処方や、飲み合わせのよくない薬を医師・薬剤師にお知らせ

全国の薬局で５割導入！

マイナ保険証で受診すると、本人が同意すれば高額療養費制度に基づき、限度額を超える医療費の立て替え払いが不要と
なります。

メリット➁

マイナ保険証だと、病気やケガによる急な入院でも、手続きなしで高額な窓口負担が免除される

全国の医療機関・薬局で導入済み

マイナ保険証を持っていれば、救急搬送時に傷病者本人が受診歴や服用している薬などを説明できない状況でも、救急隊
員がマイナ保険証を読み取って受診歴･診療情報･薬剤情報等の情報を把握できるため、救急活動の迅速化･円滑化につなが
ります。

※ 救急隊員がマイナ保険証を活用して情報を把握する取組み（マイナ救急）の実証を全国67の消防本部で実施

メリット➂

マイナ保険証だと、急な病気やケガなど“ もしも” のときも役立つ

2 0 2 4 年度実証事業・2 0 2 5 年度全国展開予定！

マイナ保険証
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マイナ保険証のメリット

マイナ保険証で受診すると、ご本人が同意をすれば、傷病名やアレルギーなど診療に必要な医療情報が医療機関間で共有
されるとともに、自分自身でもマイナポータルで閲覧できるようになり、より良い医療の提供が可能となります。

※ 紹介元(かかりつけ医等)の医療機関での検査結果等が紹介先の医療機関へ共有されるため、診療への反映が可能となり、
より良い医療の提供が実現

メリット➃

マイナ保険証だと、患者のカルテ情報を医療機関間で共有 さらに自身でも閲覧可能

2 0 2 5 年1 月  全国約1 0 箇所でモデル事業スタート予定！

マイナ保険証は、診察券との一体化や予防接種や健診等マイナンバーカード1枚で医療機関を受診できる活用も広がって
います。
さらに、マイナ保険証の機能をスマートフォンに搭載し医療機関等で利用できるよう、整備を進めています。

 ・診察券を何枚も持ち歩かずマイナ保険証と一体化（一部医療機関で実施中）
 ・予防接種や乳幼児健診もマイナ保険証で（医療費助成は183自治体に拡大）
 ・マイナンバーカード搭載のスマホでも受診可能な医療機関を拡大（2025年春から）

メリット➄

マイナ保険証だと、マイナンバーカード1 枚で受診が可能に

全国で順次拡大中

保険証

診察券

受給者証

マイナ保険証
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電子処方箋とは
• 電子処方箋とは、オンライン資格確認等システムを拡張し、現在紙で行われている処方箋の運用を、電子で実施する仕組み。オンライン資格確認等システムで閲覧できる情報を拡充し、
患者が直近処方や調剤をされた内容の閲覧や、当該データを活用した重複投薬等チェックの結果確認が可能に。（令和５年（2023年）１月～運用開始）

病院・診療所 薬局

薬剤師

支払基金・国保中央会

Step③処方箋の登録 Step⑧調剤内容の登録

電子処方箋管理サービス

マイナポータルや
電子版お薬手帳アプリ

患者

マイナンバ
ーカード

Step①本人確認／同意

健康保険証
患者 患者

マイナンバ
ーカード

Step⑤本人確認／同意

健康保険証

オンライン資格確認等システム

Step④情報の閲覧

HPKI HPKI

Step②処方・調剤された情報や
 重複投薬チェック結果の参照

Step⑥処方箋の取得
Step⑦処方・調剤された情報や

重複投薬チェック結果の参照

医師・歯科医師
電子カルテ

システムなど
薬局システム

医療ＤＸ推進本部において策定した工程表に基づき、医療ＤＸの推進に向けた取組について必要な支援を行いつつ政府を挙げて確実に実現する。
■ 経 済 財 政 運 営 と 改 革 の 基 本 方 針  2 0 2 3 （ 令 和 5 年 6 月 1 6 日 閣 議 決 定 ）

すでに運用を開始している電子処方箋については、概ね全国の医療機関・薬局に対し、2025年3月までに普及させる。これにより、複数の医療機関にかかっている場合に、
処方･調剤する薬剤と服用中の薬剤の重複の有無や、飲み合わせに問題がないか等について、医療機関や薬局が確認できるようになる。

■ 医 療 D X の 推 進 に 関 す る 工 程 表 （ 令 和 5 年 6 月 2 日 医 療 D X 推 進 本 部 決 定 ）

62



電子処方箋の内容や患者の過去の医療情報等の閲覧について
○ これまで、薬局システム情報連携については、日本薬剤師会が定める情報共有のための仕様（調剤システム処方IF共有仕様（NSIPS®））や、

JAHIS（一般社団法人保険医療福祉情報システム工業会）が定める技術文書等を踏まえて行われてきた。
○ 一方、レセプトの薬剤情報や電子処方箋の情報についても、情報共有に係る検討が必要となってきているが、レセコンと電子薬歴について異

なるシステム事業者のシステムを採用している場合には、両システム間で十分な情報共有が行われていない。
○ このため、レセコン-電子薬歴の連携を図られるよう、厚生労働省とJAHISで調整。JAHISにて令和５年9月、連携仕様書において、「電子薬歴

→レセコン」の情報連携の方法を策定済。さらに「レセコン→電子薬歴」の情報連携方法についても令和６年10月に公開予定。

レセコン

受付

電子薬歴システム資格確認
端末

調剤室
薬局

＜別体型の場合（別のシステム事業者のレセコン・電子薬歴を使っている場合）＞

受付

資格確認
端末

調剤室
薬局

＜一体型の場合（同じシステム事業者のレセコン・電子薬歴を使っている場合）＞

レセコン 電子薬歴システム

調剤室電子処方箋管理サービス

オンライン資格
確認等システム

電子処方箋管理サービス

オンライン資格
確認等システム

厚生労働省・支払基金等が公表するオンラ
イン資格確認や電子処方箋の技術文書で
規定。

レセコンと電子薬歴が一体型の場合、特段
問題なく情報連携ができる。

レセコンから電子薬歴へのレセプトの薬剤情
報や電子処方箋の情報について、連携が
行いやすくなるようJAHISの連携仕様書が
改訂予定（令和６年10月公開予定）。

調剤結果情報の作成にあたり、電子薬歴
システムに入力する「薬剤師情報」「疑義照
会結果情報」「処方医への伝達情報」を薬
局レセコンへ連携する標準仕様を業界団
体であるJAHISにおいて策定済（2023年
9月）。

第３回電子処方箋推進会議
（令和６年９月11日） 資料１
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電子カルテ情報共有サービスの概要
❶ 診療情報提供書送付サービス：診療情報提供書を電子で共有できるサービス。（退院時サマリーについては診療情報提供書に添付）
❷ 健診結果報告書閲覧サービス：各種健診結果を医療保険者及び全国の医療機関等や本人等が閲覧できるサービス。
❸ 6情報閲覧サービス：患者の6情報を全国の医療機関等や本人等が閲覧できるサービス。
❹ 患者サマリー閲覧サービス：患者サマリーを本人等が閲覧できるサービス。

自宅等

紹介先の医療機関
閲覧

医療機関 電子カルテ情報共有サービス
診療情報提供書

オンライン資格確認等システム

5情報

全国の医療機関等

電子カルテ等

取得・閲覧保存管理登録

文書情報管理DB

臨床情報管理DB

経
由

文書・情報登録
(FHIR変換、バリデーション等) 抽出

マイナ
ポータル

医師等

国民

患者 医師等

事前同意

閲覧受付

健診文書管理DB

健診結果
報告書

閲覧

同意

わたしの情報

共有情報の詳細

文書
情報

診療情報提
供書

・退院時サマリ－は診療情報提供書に添
付扱い

健診結果報
告書

・特定健診
・後期高齢者健診
・事業主健診(一般定期健康診断)
・学校職員健診
・その他健診

患者サマリー ・傷病名(主傷病＋副傷病)
・療養上の計画・アドバイス
＋薬剤アレルギー等、その他アレルギー等、
感染症、検査、処方情報(電子処方箋)

臨床情報 5情報 ・傷病名
・薬剤アレルギー等
・その他アレルギー等
・感染症
・検査(救急、生活習慣病に関する項目)

6情報 ・5情報 + 処方情報(診療情報提供書)

健診結果報告書6情報

1

32

マイナンバー
カード

顔認証付きカードリーダー 医師等

医療保険者

健診結果
報告書

閲覧

職員等

閲
覧
可

患者サマリー
※閲覧保留の場合はマイナポータルや顔リーダーでの同意が必要。

※診療情報提供書から処方情報を抽出

（６情報と患者サマリーを管理）

（既存の健診DBと一体的に管理）

健診結果報告書

+XML/PDF

XML

XML/PDF

診療情報
提供書

（傷病名＋アドバイス）

：日本HL7協会

6情報

4 患者サマリー

健康・医療・介護情報利活用検討会
第22回 医療等情報利活用ワーキンググループ（令和６年6月10日）
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電子カルテ情報共有サービスを活用し
医療機関間で共有・マイナポータルで閲覧できる項目

既往症
現在治療中の病気

傷 病 名

ア レ ル ギ ー 情 報
薬 剤 ア レ ル ギ ー 情 報

梅毒STS（RPR法）
梅毒TP抗体

HBs
HCV
HIV

感 染 症 情 報

院内外の処方

処 方 薬 の 情 報

＜生化学的検査＞
総蛋白（TP）
アルブミン

クレアチンキナーゼ（CK）
AST（GOT）
ALT（GPT）
LD（LDH）

アルカリフォスファターゼ（ALP）
γ-GPT（GGT）

コリンエステラーゼ（ChE）
アミラーゼ（AMY）
クレアチニン（Cre）

尿酸（UA）
尿素窒素（BUN）

グルコース（血糖）
HbAlc（NGSP）
中性脂肪（TG）

総コレステロール（T-CHO）
HDLコレステロール
LDLコレステロール
ナトリウム（Na）

カリウム（K）
クロール（CI）

カルシウム（Ca）
総ビリルビン（T-Bil）

直接ビリルビン（D-Bil）

＜血液学的検査＞
白血球数
赤血球数

ヘモグロビン
ヘマトクリット

血小板数
活性化部分

トロンボプラスチン時間
（APTT）

プロトロンビン時間
FDP

Dダイマー（DD）

＜尿検査＞
尿蛋白
尿糖

尿潜血
蛋白／クレアチニン比（P／C比）

アルブミン／クレアチニン比（A／C比）

＜内分泌学的検査＞
脳性Na利尿ペブチド（BNP）

ヒト脳性ナトリウム利尿
ペプチド前駆体N端フラグメント

（NT-proBNP）

＜免疫学的検査＞
C反応性蛋白（CRP）

血液型（ABO）
血液型（Rh）

検 査 結 果
（ 救 急 、 生 活 習 慣 病 に 必 要 な 項 目 ）

紹介状
退院時のサマリー

診 療 情 報 提 供 書
※ 医 療 機 関 間 共 有 の み

特定健診
後期高齢者健診 他

健 診 結 果 報 告 書

療養上の計画、アドバイス

患 者 サ マ リ ー
※ マ イ ナ ポ 閲 覧
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標準型電子カルテの意義と特徴

• 標準型電子カルテでは、基本方針として、医療DX基盤や外部システムとの標準的なデータ交換規約に準拠し、システム内部でもそれらに適合した標準コードを採用する。様々な外部
システムと共通化されたデータ連携ができることに加え、コード入力情報の自動引用による負荷軽減や、コード変換処理等の軽減も可能となり、シンプルなシステムとなる。これにより、電
子カルテ未導入医療機関での電子カルテ導入を進めるとともに、標準的なデータ交換規約は、既存電子カルテでも取り入れられるよう公開していく。

医療DXを活用した新たな付加価値

 医療ＤＸのサービス（システム）群の利用
• オンライン資格確認等システムで扱う特定健診等
情報やレセプトから抽出された診療/薬剤情報

• 電子カルテ情報共有サービスで扱うアレルギー情
報や検査情報等の情報

• 電子処方箋管理サービスで扱う処方・調剤情報
 診療情報提供書等を紹介先医療機関に電子的
に共有

 こうした情報を患者自身がマイナポータル等を用い
て確認可能

標準規格対応による負荷軽減

 標準型レセコンを見据えた医事会計システムと
のシームレスなコスト連携

 標準化されたデータ構造・コードマスタ
• 煩雑なコード変換処理(マッピング管理)が
不要なシステム間連携

• 各種文書へのデータ自動引用
• 独自のローカルコードを排した民間電子カル
テシステム移行用のデータ抽出・出力

 定期的に刷新される診療報酬様式等のマスタ
メンテナンスに係る医療現場負荷軽減

民間サービス組み合わせによる拡張性

 外注検査機関との共通化されたオーダ連携
 民間部門システムを介した医療機器データ連携
 民間のオプションモジュールとの組み合わせによる
機能追加
• 診療科特化機能
• 通院支援サービス(Web予約等)
• オンライン診療サービス 等

 民間UIへの代替
• 診療科特性や好みから選択できる、民間事
業者提供UI製品との組み合わせ活用

特徴1 特徴2 特徴3

医事会計システム 外注検査システム その他部門システム等

標準型電子カルテ（クラウド）医療DX基盤

オンライン資格確認等システム

電子カルテ情報共有サービス

電子処方箋管理サービス

認証基盤

権限管理
画面UI

医療機関

❷電子カルテ自体（内部コード）
の標準化

❶医療DXや外部システムとの標準的なデータ交換ツール

XX入力 ◯XXXXX
⦿XXXXX 

民間UI

データ構造
コード

データ交換規約
ドキュメント/メッセージ/コレクション
形式等で個々のデータを集合化
・階層化したファイルレイアウト

出力

取込等

DB

下線部分：α版の提供予定範囲

PC端末

代替可

デフォルトUI

❸疎結合化された設計

第２回標準型電子カルテ検討ワーキンググループ
（令和６年３月７日）
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患者 医療機関・薬局

ピッ

マイナンバーカードを活用した医療費助成の効率化の推進

オンライン資格確認等
システム

（支払基金・国保中央会）

PMH医療費助成
システム

マイナ保険証を提示

医療保険の資格情報を回答
※同意取得の上で診療・薬剤情報も提供

資格照会

情報連携

資格情報
を登録

自治体等

紙の受給者証は不要

公費負担医療※のオンライン資格確認に係る業務を自治体等から支払基金又は国保連に委託
  ※ 障害者総合支援法に基づく精神通院医療・更生医療、難病法に基づく特定医療費、児童福祉法に基づく小児慢性特定疾病医療費など

支払基金又は国保連
において、システム
の管理・運用等の業
務を全国規模で実施

※ 上記業務に要する費用
については、生活保護
のオンライン資格確認
の費用負担等を勘案し、
医療費助成の実施主体
である自治体（都道府
県・市区町村）等が負
担する方向で調整を進
める。

 マイナンバーカードを活用した医療費助成（公費負担医療・地方単独医療費助成）の効率化については、デジタル庁においてオンライン資格確
認に必要なシステムが設計・開発・運用されるとともに、令和５・６年度に183自治体（22都道府県、161市町村）が先行実施事業に参加。

 メリットを全国規模で広げていくため、「医療DXの推進に関する工程表（令和５年６月２日医療DX推進本部決定）」「デジタル社会の実現に向けた重
点計画（令和６年６月21日閣議決定）」に基づき、順次、参加自治体を拡大し、令和８年度中に全国規模での導入を目指す。

 その上で、安定的な実施体制の整備のため、支払基金又は国保連において、医療費助成のオンライン資格確認に係るシステムの管理・運用等の
業務を実施する体制を整備する（令和９年度より）

◎想定されるメリット
 紙の受給者証を持参する手間が軽減するとともに、紛失リスクがなくな
り、持参忘れによる再来院も防止｡【患者、自治体】

 医療保険の資格情報及び受給者証情報の手動入力の負荷をセットで削減
できる｡【医療機関・薬局】

 正確な資格情報に基づき請求を行えるため（資格過誤請求が減少）、医
療費の請求・支払に係る事務負担が軽減｡【医療機関・薬局、自治体】

 医療費助成の資格確認に関する事務負担や自治体への照会が減少。受給
者証忘れによる償還払いの事務も減る｡【医療機関・薬局、自治体】

 マイナ保険証の利便性向上によって、 マイナ保険証の利用が促進され、
患者本人の薬剤や診療のデータに基づくより良い医療の提供が図られる。
【患者、自治体、医療機関・薬局】

：

法律による規定が
想定される事項

※
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先行実施事業（令和５・６年度）の実施状況
◎都道府県の実施状況（22都道府県が参加）

種類
公費負担医療 地方単独医療費助成

難病 小児慢性 結核患者の医療 精神通院
（自立支援医療） その他※

実施都道府県数 19 18 4 13 ２

◎市町村の実施状況（161市町村が参加）

青森県、宮城県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、富山県、愛知県、三重県、滋賀県、大阪府、兵庫県、島根県、
岡山県、広島県、香川県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県

参加
都道府県

種類
公費負担医療 地方単独医療費助成

難病 小児慢性 結核患者
の医療

未熟児
養育医療

自立支援医療
こども 障がい ひとり親 その他

精神通院 更生医療 育成医療
実施

市町村数 1 9 3 15 1 33 33 149 131 141 48

①北海道：帯広市、上士幌町、芽室町、幕別町、池田町、浦幌町 ／ ②青森県：三沢市、つがる市、深浦町 ／ ③岩手県：一関市、九戸村 ／ ④宮城県：仙台市、大崎市
⑤秋田県：由利本荘市、湯沢市 ／ ⑥山形県：米沢市、酒田市 ／ ⑦茨城県：笠間市、鹿嶋市、桜川市 ／ ⑧栃木県：栃木市、那須塩原市
⑨群馬県：下仁田町、甘楽町 ／ ⑩埼玉県：川口市、戸田市、新座市、松伏町 ／ ⑪千葉県：銚子市、木更津市、松戸市、我孫子市、芝山町
⑫東京都：調布市、瑞穂町、日の出町、奥多摩町 ／ ⑬神奈川県：横浜市、平塚市、藤沢市、茅ヶ崎市 ／ ⑭新潟県：加茂市、南魚沼市 ／ ⑮石川県：加賀市
⑯山梨県：甲府市、富士吉田市、都留市、山梨市、韮崎市、笛吹市、甲州市、忍野村
⑰長野県：須坂市、塩尻市、佐久市、南牧村、南木曽町、大桑村、築北村、池田町、坂城町 ／ ⑱岐阜県：海津市、養老町 ／ ⑲静岡県：浜松市、御殿場市、南伊豆町
⑳愛知県：名古屋市、一宮市、津島市、豊田市、小牧市、愛西市、清須市、弥富市、あま市、長久手市、飛島村、設楽町、東栄町、豊根村
㉑三重県：津市、伊勢市、松阪市、鈴鹿市、名張市、亀山市、伊賀市、多気町、明和町、大台町、玉城町、度会町、大紀町、南伊勢町、紀北町、御浜町
㉒滋賀県：彦根市、近江八幡市、守山市、甲賀市、野洲市、米原市 ／ ㉓京都府：舞鶴市、宇治市、宮津市、亀岡市、八幡市、木津川市、精華町
㉔大阪府：岸和田市、豊中市、枚方市、松原市、柏原市、羽曳野市、摂津市、東大阪市、泉南市、四條畷市
㉕兵庫県：尼崎市、西宮市、伊丹市、西脇市、宝塚市、三木市、小野市、加西市、加東市、多可町、神河町 ／ ㉖奈良県：川西町、田原本町、広陵町
㉗和歌山県：和歌山市 ／ ㉘島根県：松江市、出雲市 ／ ㉙岡山県：岡山市、倉敷市、玉野市、瀬戸内市、赤磐市、吉備中央町 ／ ㉚広島県：福山市、神石高原町
㉛徳島県：阿南市、上板町、つるぎ町 ／ ㉜香川県：東かがわ市、宇多津町 ／ ㉝愛媛県：松山市、鬼北町 ／ ㉞福岡県：柳川市 ／ ㉟佐賀県：佐賀市
㊱長崎県：大村市、平戸市 ／ ㊲熊本県：熊本市 ／ ㊳大分県：別府市 ／ ㊴宮崎県：都城市 ／ ㊵沖縄県：那覇市、金武町、渡嘉敷村

参
加
市
町
村

※こども医療費助成、障害者
医療費助成、ひとり親家庭
等医療費助成以外の地方単
独医療費助成
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○診察券番号を入力しなくても、患者がマイナンバーカードで受付
をすることで、患者情報がレセコンに反映され、受付順で一覧化
も可能。 ※要レセコン改修（補助金の対象）

○（再来受付機の場合）受付まで移動することなく、再来受付機の
操作とまとめて資格確認を行う導線が可能。

⇒いずれの場合も、診察券利用時と変わらずに受付ができる

マイナンバーカードと診察券の一体化に向けた対応
• 令和６年度に行っていた診察券とマイナンバーカードの一体化のための医療機関のシステム改修費用の補助について、

令和７年度も継続して実施。

【マイナンバーカードと診察券の一体化のメリット】

 患者はマイナンバーカード１枚で保険証・診察券の受付が可能に

 医療機関の職員は診察券情報の手入力の負担軽減に

⇒ 窓口でのスムーズな受付が可能に！

マイナンバーカードと診察券を一体化した医療機関（再来受付機の活用）

【マイナンバーカードと診察券が一体化した後の医療機関の運用】
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PMH本体
（デジタル庁）

医療機関・薬局システム
（レセコンベンダ）

医療機関向けアプリ
（予防接種・母子保健アプリベンダ）

（社会保険診療報酬支払基金等）

参考：PMHのシステム構成図
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自治体検診DXの方向性について

自治体検診情報の二次利用２

・ 紙媒体による、対象者への受診券や実施通知の送付、医
療機関への検診票の送付等の必要。

・ 封入作業（人件費）、通信運搬費（郵送費）、健康管理
システムへの情報入力、費用支払に対する事務コストが発生。

・ 受診券、実施通知のペーパーレス化により、封入作業や郵
送費が不要に。健康管理システムへの入力作業が不要に。

・ 費用支払に対する事務コストの軽減（例えば集合契約など事務
負担の軽減等に資する他の方策も検討）

自治体検診事務のデジタル化１

・ 問診票をスマートフォンで入力可能になり、住所や氏名な
どの情報は自動で入力。

・ マイナンバーカード１枚で検診を受診可能となる。

・ 紙の問診票記入に際して、毎回、住所や氏名などを記載
する手間。

・ 受診時に、毎回、紙の受診券を医療機関に提出する手間。
住民

現状 将来

自治体

○ 自治体検診は、現状、紙を中心とした運用となっており、住民の手間や事務的なコストが発生している。PMHの仕組みを活用し、
自治体検診事務のデジタル化を図ることとしてはどうか。

○ また、PMHを活用した自治体検診事務のデジタル化を図る中で、自治体検診情報について、データベースを構築してはどうか。
また、他の公的DB等とも連結することを可能とし、自治体検診情報の政策研究等へ活用することとしてはどうか。

医療機関 ・ 検診結果の報告、費用請求のペーパーレス化・ 検診結果を手書きにより記入し報告、郵送での費用請求

○ 他の公的DB等とも連結することを可能とし、例えば以下のような自治体検診情報の政策研究等への利活用が考えられる。
 （例） ・がん検診受診の有無とがん罹患情報の連結解析による精度管理

・歯周病検診受診の有無と、生活習慣病（罹患状況や医療費）・介護（要介護度）等との関係性の分析 
・骨粗鬆症検診受診の有無と、医療（骨折の治療歴）・介護（要介護度）との関係性の分析

※ PMH導入による効果等を勘案し、費用負担の在り方を検討することが必要。

第59回厚生科学審議会
地域保健健康増進栄養部会 資料１

（令和６年11月５日）
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医療法等の一部を改正する法律案の概要

高齢化に伴う医療ニーズの変化や人口減少を見据え、地域での良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制を構築するため、地域医療構想の見直し等、医師偏在
是正に向けた総合的な対策の実施、これらの基盤となる医療DXの推進のために必要な措置を講ずる。

１．地域医療構想の見直し等【医療法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律等】
① 地域医療構想について、2040年頃を見据えた医療提供体制を確保するため、以下の見直しを行う。

・病床のみならず、入院・外来・在宅医療、介護との連携を含む将来の医療提供体制全体の構想とする。
・地域医療構想調整会議の構成員として市町村を明確化し、在宅医療や介護との連携等を議題とする場合の参画を求める。
・医療機関機能（高齢者救急・地域急性期機能、在宅医療等連携機能、急性期拠点機能等）報告制度を設ける。

② 「オンライン診療」を医療法に定義し、手続規定やオンライン診療を受ける場所を提供する施設に係る規定を整備する。
③ 美容医療を行う医療機関における定期報告義務等を設ける。
２．医師偏在是正に向けた総合的な対策【医療法、健康保険法、総確法等】
① 都道府県知事が、医療計画において「重点的に医師を確保すべき区域」を定めることができることとする。

保険者からの拠出による当該区域の医師の手当の支給に関する事業を設ける。
② 外来医師過多区域の無床診療所への対応を強化（新規開設の事前届出制、要請勧告公表、保険医療機関の指定期間の短縮等）する。
③ 保険医療機関の管理者について、保険医として一定年数の従事経験を持つ者であること等を要件とし、責務を課すこととする。
3．医療DXの推進【総確法、社会保険診療報酬支払基金法、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等】
① 必要な電子カルテ情報の医療機関での共有等や、感染症発生届の電子カルテ情報共有サービス経由の提出を可能とする。
② 医療情報の二次利用の推進のため、厚生労働大臣が保有する医療・介護関係のデータベースの仮名化情報の利用・提供を可能とする。
③ 社会保険診療報酬支払基金を医療DXの運営に係る母体として名称、法人の目的、組織体制等の見直しを行う。

また、厚生労働大臣は、医療DXを推進するための「医療情報化推進方針」を策定する。その他公費負担医療等に係る規定を整備する。

令和９年４月１日（ただし、一部の規定は令和８年４月１日（１②並びに２①の一部、②及び③）、令和８年10月１日（１①の一部）、公布後１年以内に政令で
定める日（３①の一部）、公布後１年６月以内に政令で定める日（３③の一部）、公布後２年以内に政令で定める日（１③及び３③の一部）、公布後３年以内に政
令で定める日（２①の一部並びに３①の一部及び３②）等）

施 行 期 日

改 正 の 趣 旨

改 正 の 概 要

等
このほか、平成26年改正法において設けた医療法第30条の15について、表現の適正化を行う。
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2040年頃に向けた医療の課題①
Ⅰ．将来の人口構造の変化と求められる医療需要①
○人口は、85 歳以上を中心に高齢者数は 2040 年頃のピークまで増加見込み。
○ 医療・介護の複合ニーズを有する 85 歳以上の高齢者の増加に伴い、85 歳以上を中心に高齢者の救急搬送は増加、在宅医療の需要も増加。
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７５歳以上全体の認定率：３１．５％

８５歳以上全体の認定率：５７．７％

６５歳以上全体の認定率：１８．９％

各年齢階層別の認定率

出典：2022年９月末認定者数（介護保険事業状況報告）及び2022年10月１日人口から作成
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（資料）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（令和５年４月推計）出生中位（死亡中位）推計
2020年までの実績は、総務省統計局「国勢調査」
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≪85歳以上の人口の推移≫≪年齢階級別の要介護認定率≫

≪救急搬送の増加≫ ≪在宅医療需要の増加≫

資料出所：消防庁データを用いて、救急搬送（2019年度分）の件数を集計したものを、2020年1月住民基本台帳人口で把握した
都道府県別人口で除して年齢階級別に利用率を作成し、地域別将来推計人口に適用して作成

出典：厚生労働省「患者調査」（2017年）総務省「人口推計」（2017年）
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2023年推計）」を基に推計
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2040年頃に向けた医療の課題②
Ⅰ．将来の人口構造の変化と求められる医療需要②
○ 地域ごとにみると、生産年齢人口はほぼ全ての地域で減少し、高齢人口は、大都市部では増加、過疎地域では減少、地方都市部では高齢人口が増加する地域と減少する
地域がある。

○ こうした地域差の拡大に伴い、地域ごとの課題や地域に求められる医療提供体制のあり方はそれぞれ異なったものとなる。
≪入院患者数が最大となる年≫ ≪2025年→2040年の年齢区分別人口の変化の状況≫

Ⅱ．生産年齢人口の減少に伴う、医療従事者の確保の課題
○ 生産年齢人口の減少に伴い、医療従事者の確保が更に困難となる中、働き方改革等とあわせて、医療 DX等を着実に推進していくことが重要。
○ 医師については、人口が減少する中での医師養成のあり方や医師偏在が課題となっているほか、特に診療所の医師は高齢化しており、診療所数は人口が少ない二次医療
圏では減少傾向、人口の多い二次医療圏では増加傾向にある。

○ 歯科医師、看護師等の医療従事者についても、将来にわたって医療提供体制を確保するため、その養成のあり方や偏在等の課題、専門性を発揮した効果的な活用の重要
性が指摘されている。

○ これらの課題に対応し、85 歳以上の高齢者の増加や人口減少がさらに進む2040 年以降においても、全ての地域・全ての世代の患者が、適切な医療・介護を受け、必
要に応じて入院し、日常生活に戻ることができ、同時に、医療従事者も持続可能な働き方を確保することを目指す。

2040年に向けて、総合的な改革によって、より質の高い医療やケアを効率的に提供する体制を構築

年齢区分別人口の変化率の平均値
生産年齢人口 高齢人口

●大都市型 -11.9% 17.2%
●地方都市型 -19.1% 2.4%
●過疎地域型 -28.4% -12.2%

大都市型 ：人口が100万人以上（又は）人口密度が2,000人/km2以上
地方都市型：人口が20万人以上（又は）人口10～20万人（かつ）人口密度が200人/km2以上
過疎地域型：上記以外

▲40.0%

▲20.0%

-

20.0%

40.0%

▲50.0% ▲30.0% ▲10.0% 10.0%

高齢人口が減少する地域は
５割程度（183区域）

高
齢
人
口
の
変
化
率

生産年齢人口の変化率

出典：厚生労働省「患者調査」（2017年）、総務省「住民
基本台帳人口」（2018年）、「人口推計」（2017
年）及び国立社会保障・人口問題研究所「日本の地
域別将来推計人口（2023年推計）」を基に厚生労働
省医政局地域医療計画課において推計。

：2020年以前に最大

：2025年に最大

：2030年に最大

：2035年に最大

：2040年以降に最大
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● オンライン診療の法定化・基準の明示
● オンライン診療受診施設の設置者における届出 等

オンライン診療の推進

医療DXの推進
● 電子カルテ情報共有サービスの構築・普及、次の感染症危機に備えた電子

カルテ情報の利用等
● マイナ保険証１枚で医療費助成を受けられる仕組みの整備等
● 公的DBの利用促進などの医療等情報の二次利用の推進
● 社会保険診療報酬支払基金を、医療DXに係るシステム開発・運用主体とし

て抜本的に改組 等
● 美容医療を行う医療機関等の報告・公表の仕組みの導入

（報告事項）
 安全管理措置の実施状況/専門医資格の有無/相談窓口の設置状況等

・ 関係学会によるガイドライン策定 等

美容医療への対応

その他、下記の措置を行う
・一般社団法人立医療機関に対する非営利性の徹底
● 持ち分なし医療法人への移行計画の認定期限の延長（※） 等

2040年頃を見据えた新たな地域医療構想

● 入院医療だけではなく、外来・在宅医療、介護との連携、人材確保等を含
めた地域の医療提供体制全体の課題解決を図る新たな地域医療構想の策定

・ 病床の機能区分（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）について「回復
期機能」を「包括期機能」として位置付け

● 医療機関機能（高齢者救急・地域急性期機能、在宅医療等連携機能、急性
期拠点機能、専門等機能、医育及び広域診療機能）の報告制度の創設

・ 二次医療圏を基本とした地域での協議のほか、都道府県単位での協議、在
宅医療等のより狭い区域での協議を実施

・ 新たな構想の取組を推進するための総合確保基金の見直し
● 都道府県知事の権限（医療機関機能報告の創設に伴う必要な機能の確保、

基準病床数と必要病床数の整合性の確保等）
● 厚労大臣の責務明確化（データ分析･共有、研修等の支援策）
● 新たな地域医療構想に精神医療を位置付ける

医師偏在対策

＜医師確保計画の実効性の確保＞
● 「重点医師偏在対策支援区域」の設定
・ 「医師偏在是正プラン」の策定
＜地域の医療機関の支え合いの仕組み＞
・医師少数区域等での勤務経験を求める管理者要件の対象医療機関の公的医療

機関等への拡大等
● 外来医師過多区域における、新規開業希望者への地域で不足する医療や医師

不足地域での医療の提供の要請・勧告・公表と、保険医療機関の指定(６年
から３年等への短縮)を連携して運用

● 保険医療機関の管理者要件
＜経済的インセンティブ等＞
● 重点医師偏在対策支援区域における支援を実施
 診療所の承継・開業・地域定着支援
 派遣医師･従事医師への手当増額

→保険者から広く負担を求め、給付費の中で一体的に捉える
 医師の勤務･生活環境改善、派遣元医療機関へ支援 
※ 医師偏在への配慮を図る観点から、診療報酬の対応をさらに検討

・ 全国的なマッチング機能の支援
・ 医師養成過程を通じた取組

※「●」は法律事項

（※）現行の期限（令和８年12月31日）から更に３年延長。
  本制度に係る税制優遇措置の延長については、令和８年度税制改正要望を行う。 75
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新たな地域医療構想の概要

病床の機能分化・連携 入院医療だけではなく、外来医療・在宅医療、介護との連携、人材確保等を
含めた地域の医療提供体制全体の課題解決を図る地域医療構想へ

現行の地域医療構想 新たな地域医療構想

○ 団塊の世代が全て75歳以上となる2025年に向けて、高齢者
の医療需要が増加することが想定される。

○ 約300の構想区域を対象として、病床の機能分化・連携を推
進するための2025年に向けた地域医療構想を策定。

0.9万
床減

7.1万
床減

7.4万
床増

5.2万
床減

合計 119.2万床
合計 125.1万床

2023年の報告病床数2015年の報告病床数 2025年の必要病床数
（推計）

○ 2040年頃に向けて、医療・介護の複合ニーズ等を抱える85歳以上の増
加、人材確保の制約、地域差の拡大が想定される。

○ 増加する高齢者救急・在宅医療の需要への対応、医療の質や医療従事
者の確保、地域における必要な医療機能の維持が求められる。

○ 病床の機能分化・連携だけでなく、外来医療・在宅医療、介護との連
携、人材確保等を含めたあるべき医療提供体制の実現に資する新たな地
域医療構想を策定。

○ 2040年やその先を見据えて、地域の実情に応じて、｢治す医療｣を担う
医療機関と｢治し支える医療｣を担う医療機関の役割分担を明確化し、医
療機関の連携・再編・集約化を推進することが重要。

このため、病床の機能分化･連携に加え、
・ 地域ごとの医療機関機能

（高齢者救急の受入、在宅医療の提供、救急･急性期の医療提供等）
・ 広域な観点の医療機関機能（医育及び広域診療等の総合的な機能）
の確保に向けた取組を推進。

＜今後のスケジュール＞
令和７年度 新たな地域医療構想に関するガイドラインの作成（国）
令和８年度～ 新たな地域医療構想の策定（県）
令和９年度～ 新たな地域医療構想の取組を順次開始（県）

＜全国の報告病床数と必要病床数＞

合計 119.1万床

※ 病床機能報告の集計結果と将来の病床の必要量は、各構想区域の病床数を機械的に足し合わせたものであり、
また、それぞれ計算方法が異なることから、単純に比較するのではなく、詳細な分析や検討を行った上で地域
医療構想調整会議で協議を行うことが重要。

１．地域医療構想の見直し等①
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オンライン診療
受診施設厚生労働大臣

都 道 府 県 A
・ オ ン ラ イ ン 診 療 実 施 の 届 出
・ オ ン ラ イ ン 診 療 基 準 の 遵 守

都 道 府 県 B
・ 設 置 の 届 出
・ 各 種 事 項 公 表

診 療 基 準 へ の 適 合 確 認

オ ン ラ イ ン 診 療 の 実 施
※ 医 療 行 為 の 責 任 を 負 う

○ 患者がオンライン診療を受ける専用の施設として、医療法に「オンライン診療受診施設」を創設する。
（定義）施設の設置者が、業として、オンライン診療を行う医師又は歯科医師の勤務する病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院に対して、その行うオンライン

診療を患者が受ける場所として提供する施設
○ オンライン診療受診施設の設置者は、設置後10日以内に届け出る（都道府県Bへの届出） 。
○ オンライン診療を行う医療機関の管理者が、オンライン診療受診施設の設置者に対して、オンライン診療基準への適合性を確認することとする。
○ オンライン診療受診施設の広告・公表事項等は省令で定めることとする。

○ 医療法にオンライン診療を定義づけ、オンライン診療を行う医療機関はその旨を届け出る（都道府県Aへの届出）。
○ 厚生労働大臣は、オンライン診療の適切な実施に関する基準（オンライン診療基準）を定め、オンラインは同基準に従って行うこととする。
○ オンライン診療を行う医療機関の管理者は、オンライン診療基準を遵守するための措置を講じることとする。

・ オ ン ラ イ ン 診 療 基 準 の 遵
守 に つ い て 指 導 監 督

応 答

○医師－患者関係／患者合意
○適用対象
○診療計画
○本人確認
○薬剤処方・管理
○診察方法

○医師の所在
○患者の所在
○患者が看護師等といる場合のオンライン
診療

○患者が医師といる場合のオンライン診療
○通信環境

オンライン診療の提供に関する事項 オンライン診療の提供体制に関する事項

現行のオンライン診療指針のコンテンツを
法令で規定し、自治体と医療機関へ提示

○ 医事法制上、オンライン診療は解釈運用によって、機動的・柔軟にその実施が図られてきた。
○ 法制上の位置づけを明確化し、適切なオンライン診療を更に推進していくため、現行制度の運用を活かす形で、医療法にオンライン診療の総体的な

規定を設ける。

指 導 監 督

１．地域医療構想の見直し等② オンライン診療に関する総体的な規定の創設

【会社】紙資料1
【300dpi】完成_s

医者＿0２立ち 正面

医者＿01座り 椅子 線なし マスク

管 理 者

医 師

カ ル テ の 保 存 、
診 療 計 画 の 策 定 等
各 種 義 務 の 履 行

指 導 監 督連 携

口を開いた患者を診察する様子_s

【人物・健康・防疫・衛生】男性 リモート受診

運 営 者

【人物】 男性
D 立ち 正面

微笑

容 態 悪 化 時 等 に 受 診

・ 患 者 の 容 態 悪 化 時 等 の 受 け 入 れ の 要 請 / 合 意 取 得
・ 定 期 的 な 患 者 情 報 の 提 供 等

【ビジネス】会議検討ブリーフィング１

地 域 の 関 係 者

オ ン ラ イ ン 診 療 を 行 う 医 療 機 関

オ ン ラ イ ン 診 療 受 診 施 設

1  現 状

(※) オンライン診療を行う医療機関の管理者は、容態急変の事態に備え、患者の所在地近隣の医療機関と受け入れの合意等を取得し、その過程で、地域医療に与える影響やその可能性について、地域の関係者と連携して把
握することとする。

２  改 正 の 内 容
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美容医療の適切な実施

美容医療がより安全に、より高い質で提供されるに当たっての課題・対応

美容医療を取り巻く状況

 美容医療を行う医療機関の報告・公表の仕組みの導入
 ⇒安全管理措置の実施状況/専門医資格の有無/相談窓口の設置状況等に

ついて都道府県等に対する報告を求め、そのうち国民に必要な情報を公表
 関係法令＆ルールに関する通知の発出

  ⇒保健所等による立入検査や指導のプロセス・法的根拠の明確化
 医療機関による診療録等への記載の徹底
 オンライン診療指針が遵守されるための法的整理
 関係学会によるガイドライン策定

 ⇒遵守すべきルール/標準的な治療内容/記録の記載方法/有害事象発生時の対応
方針/適切な研修のあり方/契約締結時のルール等を盛り込んだガイドラインを策定

 医療広告規制の取締り強化
 行政等による周知・広報を通した国民の理解の促進等

4104 4019 4026
1862 2602

5507
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医療の相談件数の推移

���� (�� )

患者 保健所等医師医療機関

「シワを取るはずが顔面麻痺が残った…」
「医師ではない人に治療方針を決定され
た…」
「オンラインで無診察処方された…」
「強引に高額な契約を結ばされた…」
「SNS広告を見て受診しトラブルに…」

「関係法令＆ルールを知らない…」

「提供した医療の内容や契約内容につ
いて患者とトラブルになる…」

「研修・教育体制が不十分…」

「問題が起こっても対処できない…」

「安全管理の状況・体制等を把握し
にくい…」

「通報を受けたが立入検査に入って
よいケースかどうか分からない…」

「カルテを見ても診療の実態がわから
ず、指導ができない…」

・美容医療を提供する医療機関における院内の安全管理の実施状
況・体制等を保健所等が把握できていない

・患者側も医療機関の状況・体制を知る手段がなく、医療機関にお
ける相談窓口を知らない

・関係法令＆ルール（オンライン診療に係るものを含む。）が浸透
していない

・合併症等への対応が困難な医師が施術を担当している
・安全な医療提供体制や適切な診療プロセスが全般的・統一的に示

されていない
・アフターケア・緊急対応が行われない医療機関がある
・保健所等の指導根拠となる診療録等の記載が不十分な場合がある
・悪質な医療広告が放置されている

出典：PIO-NET（※）へ2024年3月31日までに登録
された相談データ

※パイオネット:全国消費生活情報ネットワークシステム。国民生活センターと全国の消費生活センター等をオンラインネットワークで結び、消費生活に関する相談情報を蓄積しているデータベース

1  現 状

２  課 題 ３  改 正 の 内 容

１．地域医療構想の見直し等③
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医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージ（概要）①

【基本的な考え方】

現状
課題

基本的な
考え方

医師偏在は一つの取組で是正が
図られるものではない

若手医師を対象とした医師養成
過程中心の対策

へき地保健医療対策を超えた取組
が必要

「保険あってサービスなし」という地域が生じることなく、将来にわたって国民皆保険が維持されるよう、
国、地方自治体、医療関係者、保険者等の全ての関係者が協働して医師偏在対策に取り組む

経済的インセンティブ、地域の医
療機関の支え合いの仕組み、医師
養成過程の取組等の総合的な対策

医師の柔軟な働き方等に配慮し
た中堅・シニア世代を含む全て
の世代の医師へのアプローチ

地域の実情を踏まえ、支援が必要
な地域を明確にした上で、従来の
へき地対策を超えた取組

○ 地域ごとに人口構造が急激に変化する中で、将来にわたり地域で必要な医療提供体制を確保し、適切な医療サービスを提供するため、
以下の基本的な考え方に基づき、制度改正を含め必要な対応に取り組み、実効性のある総合的な医師偏在対策を推進する。

○ 総合的な医師偏在対策について、医療法に基づく医療提供体制確保の基本方針に位置付ける。
※ 医師偏在対策は、新たな地域医療構想、働き方改革、美容医療への対応、オンライン診療の推進等と一体的に取り組む。

・  医師偏在対策の効果を施行後５年目途に検証し、十分な効果が生じていない場合には、更なる医師偏在対策を検討
・  医師確保計画により３年間のＰＤＣＡサイクルに沿った取組を推進

２．医師偏在是正に向けた総合的な対策

80



81

＜医師少数区域等での勤務経験を求める管理者要件の対象医療機関の拡大等＞
・対象医療機関に公的医療機関及び国立病院機構・地域医療機能推進機構・労働者健康安全機構の病院を追加
・勤務経験期間を６か月以上から１年以上に延長。施行に当たって柔軟な対応を実施
＜外来医師過多区域における新規開業希望者への地域で必要な医療機能の要請等＞
・都道府県から外来医師過多区域の新規開業希望者に対し、開業６か月前に提供予定の医療機能等の届出を求め、協議の場への参加、地域で不足する医療や医師不足地域での
医療の提供の要請を可能とする

・要請に従わない医療機関への医療審議会での理由等の説明の求めや勧告･公表、保険医療機関の指定期間の6年から3年等への短縮
＜保険医療機関の管理者要件＞
・保険医療機関に管理者を設け、２年の臨床研修及び保険医療機関(病院に限る)において３年等保険診療に従事したことを要件とし、責務を課す

若手 中堅・シニア世代

＜医学部定員・地域枠＞
・医学部臨時定員について、医師の偏在対策に資する

よう、都道府県等の意見を十分に聞きながら、必
要な対応を進める

・医学部臨時定員の適正化を行う医師多数県において、
大学による恒久定員内の地域枠設置等への支援を
行う

・今後の医師の需給状況を踏まえつつ、2027年度以
降の医学部定員の適正化の検討を速やかに行う

＜臨床研修＞
・広域連携型プログラム※の制度化に向けて令和８年

度から開始できるよう準備
※ 医師少数県等で24週以上の研修を実施

医師養成過程を通じた取組
＜重点医師偏在対策支援区域＞
・今後も定住人口が見込まれるが人口減少より医療機関の減少スピードが速い地域等を｢重点医師偏在対策支援区域｣
と設定し、優先的･重点的に対策を進める

・重点区域は、厚労省の示す候補区域を参考としつつ、都道府県が可住地面積あたり医師数、アクセス、人口動態等
を考慮し、地域医療対策協議会・保険者協議会で協議の上で選定（市区町村単位・地区単位等を含む）

＜医師偏在是正プラン＞
・医師確保計画の中で｢医師偏在是正プラン｣を策定。地対協・保険者協議会で協議の上、重点区域、支援対象医療機

関、必要な医師数、取組等を定める
※ 医師偏在指標について、令和９年度からの次期医師確保計画に向けて必要な見直しを検討

医師確保計画の実効性の確保

＜全国的なマッチング機能の支援、リカレント教育の支援＞
・医師の掘り起こし、マッチング等の全国的なマッチング支援、総合的な診療能力を学び直すためのリカレント教育を推進
＜都道府県と大学病院等との連携パートナーシップ協定＞
・都道府県と大学病院等で医師派遣･配置、医学部地域枠、寄附講座等に関する連携パートナーシップ協定の締結を推進

＜経済的インセンティブ＞
・令和８年度予算編成過程で重点区域における以下のような支援について検討

‣診療所の承継･開業･地域定着支援（緊急的に先行して実施）
‣派遣医師・従事医師への手当増額（保険者から広く負担を求め、給付費の中で一体的に捉える。保険者による効果等の確認）
‣医師の勤務・生活環境改善、派遣元医療機関へ支援
※ これらの支援については事業費総額等の範囲内で支援

・医師偏在への配慮を図る観点から、診療報酬の対応を検討

地域偏在対策における経済的インセンティブ等

・必要とされる分野が若手医師から選ばれるための環境づくり等、処遇改善に向けた必要な支援を実施
・外科医師が比較的長時間の労働に従事している等の業務負担への配慮･支援等の観点での手厚い評価について必要な議論を行う

診療科偏在の是正に向けた取組

【総合的な対策パッケージの具体的な取組】

地域の医療機関の支え合いの仕組み

２．医師偏在是正に向けた総合的な対策 医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージ（概要）②
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○全国の医療機関等において、電子カルテ情報を共有・閲覧することができるようにする。
・医療機関が３文書（健診結果報告書、診療情報提供書、退院時サマリー）と６情報（傷病名や検査等）を電子的に共有できるようにする。
・患者が自身のマイナポータルで健診結果報告書や６情報を閲覧できるようにする。医療保険者にも健診結果報告書を電子的共有する。

○以下の内容を法律に規定。
① 医療機関等は、３文書６情報を支払基金等に電子的に提供することができる旨を法律に位置づける。

個人情報保護法の例外として、提供する際の患者の同意取得を不要とする。他の医療機関が閲覧する際には患者の同意が必要。
② 支払基金等は、3文書6情報を、電子カルテ情報共有サービス等以外の目的には使用してはならない。
③ システムの運用費用は医療保険者等が負担する。
④ 地域医療支援病院等の管理者に３文書・６情報の共有に関する体制整備の努力義務を設ける。

自宅等

全国の医療機関等

マイナ
ポータル

国民

事前同意

閲覧受付

閲覧

同意

わたしの情報

マイナンバー
カード

顔認証付きカードリーダー 医師等

医療保険者
閲覧

職員等

閲
覧
可

電子カルテ等

文書・情報登録

患者 医師等

医療機関
支払基金

電子カルテ情報共有サービス

6情報

健診結果報告書

健診結果報告書

患者サマリー6情報

5情報

健診結果
報告書

診療情報
提供書

傷病名＋アドバイス

取得・閲覧保存管理登録

【文書情報】
① 健康診断結果報告書
②診療情報提供書
③退院時サマリー

【6情報】
① 傷病名
②薬剤アレルギー等
③ その他アレルギー等
④感染症
⑤検査(救急、生活習慣病)
⑥処方
（処方は文書抽出のみ）

健診結果
報告書

診療情報
提供書

制 度 の 概 要

閲覧同意

３．医療DXの推進①
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次の感染症危機に備えた、電子カルテ情報共有サービスの利用等

現 状 ・ 課 題

• 医師が診療時に入力する電子カルテ用端末について
は、インターネットに接続していない医療機関も存
在している。そのような医療機関では、同一端末か
ら直接、感染症サーベイランスシステムにアクセス
することができず、発生届を届け出る際は、イン
ターネット回線に接続された別の端末で、カルテに
記録した診療情報と同一の情報を改めて入力する必
要があり、負担になっている。

• 次のパンデミックを見据えた感染症危機管理体制を
構築することは、我が国の喫緊の課題であり、2025
年４月に創設される国立健康危機管理研究機構
（JIHS）は、感染症対応を中心に据えた組織として、
感染症に関する情報の収集・分析機能を強化するこ
とを目指す。

改 正 案 の 内 容

• 医師等が、感染症の発生届等を届け出る際、電子カル
テに記録した診療情報を改めて入力することなく、同
一端末上で発生届等を作成できるようにするため、一
部の感染症について、医師等が発生届を電子カルテ情
報共有サービスを経由する方法により届け出ることが
できる旨の規定を設ける。

• 感染症対策上必要な時は、厚生労働大臣から支払基金
等に対して、電子カルテ情報等の提供を求めることが
できることとする。

• また、厚生労働大臣は、支払基金等から提供を受けた
電子カルテ情報等を用いた調査研究を、国立健康危機
管理研究機構（JIHS）に委託することができることと
する。

感染症サーベイランスシステム

医療機関

電子カルテ情報共有サービス

支払基金

電子カルテ・
発生届入力

国立健康危機管理研究機構
（JIHS）

調査研究
の委託

＜感染症対策上必要な時＞

提供

電子カルテ
情報等の
提供指示

厚生労働省

＜発生届との連携＞

３．医療DXの推進①
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公的ＤＢにおける仮名化情報の利用・提供

〇 厚生労働大臣が保有する医療・介護関係のＤＢ（公的ＤＢ）では、これまで匿名化情報の利用・提供を進めてきた。
〇 医学・医療分野の研究開発等において、匿名化情報では精緻な分析や長期の追跡ができない等、一定の限界がある。
〇 データ利用者は、利用したいＤＢそれぞれに対して申請を行い承認を得る必要がある等、負担が大きい。

〇 公的ＤＢの仮名化情報の利用・提供を可能とし、他の仮名化情報や次世代医療基盤法の仮名加工医療情報との連結解析を可能とする。
〇 その際、個人情報の保護を適切に図るため、以下のような管理・運用を行うこととする。

・仮名化情報の利用は「相当の公益性がある場合」に認めることとし、利用目的や内容に応じて必要性やリスクを適切に審査する。
・ＤＢは、個人情報保護法上、個人情報の保有主体に求められるものと同等の安全管理措置や不適正利用の禁止等の措置を講ずる。
・仮名化情報の利用に当たっては、クラウドの情報連携基盤上で解析等を行い、データ自体を相手に提供しないことを基本にする。
・これまでの匿名化情報と同様に、照合禁止やデータ消去、安全管理措置、不正利用の際の罰則を求め、匿名化情報よりも厳格な管理を担保するため、

厚労大臣から利用者に対して利用の目的・方法の制限の要求等の規定を設ける。

現 状

改 正 の 内 容

氏名 性別 生年月日 体重 収縮期血圧 病名

厚労花子 女 2003/7/26 53.4 211 膵島細胞症（希少疾患）

ID 性別 生年月日 体重 収縮期血圧 病名

B002 女 2003/7 50～55 201以上 その他

ID 性別 生年月日 体重 収縮期血圧 病名

B002 女 2003/7/26 53.4 211 膵島細胞症（希少疾患）

匿名化情報：本人を識別すること及びその作成に用いられた情報を復元
することができないように加工された情報

氏名等に加え、
必要に応じて、医療データ領域も削除・改変が必要

医療データ領域の削除・改変は基本的に不要

氏名
等は
削除

氏名
等は
削除

※単体又は組合せにより特定の個人を識別することができる記述については削除が必要。

医療データ領域

仮名化情報：氏名等の削除等により、他の情報と照合しない限り、特定
の個人を 識別できないように加工された情報

＜匿名化情報・仮名化情報のイメージ＞

元データ

改 正 案
＜医療・介護関係の公的DBの利活用促進のイメージ＞

３．医療DXの推進②
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社会保険診療報酬支払基金の組織体制の見直し等について

①法人名称の見直し
・診療報酬の審査支払業務と医療DX業務の両方を担う法人の名称とする

ため、「医療情報基盤・診療報酬審査支払機構」とする。

②医療DX業務への国のガバナンス発揮
・厚生労働大臣が、医療DXの総合的な方針（「医療情報化推進方針」）

を定め、支払基金は、医療DXの中期的な計画（「中期計画」）を定め
ることとする。

③柔軟かつ一元的な意思決定体制
・現行の理事会（４者構成１６人）に代えて、「運営会議」を設置。法

人の意志決定を行い、業務の執行を監督する。
・審査支払に関する予算・決算や事業計画等は、新たに設ける「審査支

払運営委員会」において決定する。
・医療DX業務を担当する常勤理事（CIO）を新たに設ける。
・医療DX業務は、運営会議における方針決定を受けて、理事長・CIO等

が中心となって柔軟かつ迅速に執行していく体制とする。

④セキュリティ対策の強化
・医療情報の安全管理のための必要な措置を講じる義務を設ける。
・重大なサイバーセキュリティインシデントや情報漏洩等が発生した場

合に、厚生労働大臣への報告義務を設ける。

３．医療DXの推進③

社会保険診療報酬支払基金の組織体制の見直し 公費負担医療等の効率化の推進

・公費負担医療・地方単独医療費助成の効率化については、デジタル庁においてシス
テムが設計・開発・運用され、令和５・６年度に183自治体（22都道府県、161
市町村）が先行実施事業に参加。

・メリットを全国規模で広げていくため、「医療DXの推進に関する工程表（令和５年
６月２日医療DX推進本部決定）」等に基づき、順次、参加自治体を拡大し、令和８年度
中に全国規模での導入を目指す。

・その上で、安定的な実施体制の整備のため、法的整備等を通じて、支払基金又は国
保連において、システムの管理・運用等の業務を実施する体制を整備（令和９年度
より）

患者 医療機関・薬局

マイナ保険
証を提示

紙の受給者
証は不要

オンライン資格
確認等システム

PMH医療費
助成システム

ピッ

情報連携

医療保険に加えて、
公費負担医療等の
資格情報も回答

【改正案による法的整備の内容】
・公費負担医療※のオンライン資格確認に係る業務を自治体等から支払基金又は国保

連に委託
・支払基金又は国保連において、システムの管理・運用等の業務を全国規模で実施

※ 障害者総合支援法に基づく精神通院医療・更生医療、難病法に基づく特定医療費、児童福祉法に
基づく小児慢性特定疾病医療費など

・患者： 紙の受給者証を持参・提示する手間を軽減できる。
・医療機関・薬局、自治体：正確な資格確認による資格過誤請求の減少を通じて、医療費の請

求・支払に係る事務負担を軽減できる。
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